
様式Ａ－１ 

申請等に対する処分一覧表 

（令和 3年（2021 年）5月 12 日作成） 

［所管： 都市基盤部基盤管理課］ 

№． 法令名 根拠条項 処分名 基準 期間 

１  豊中市道路占用料条例 3-2 占用料の減免 A A 

２  豊中市道路占用料条例 4-2 占用料の分納許可 A A 

３  豊中市道路占用料条例 7 占用料の還付 A A 

４  豊中市道路占用料条例 9 延滞金の減免 A A 

５  豊中市道路占用規則 9-2 占用権の譲渡等の許可 A A 

６  豊中市法定外公共物管
理条例 

4 工事等の承認 A A 

７  豊中市法定外公共物管
理条例 

5 占用の許可 A A 

８  豊中市法定外公共物管
理条例 

9 占用料の減免 A A 

９  豊中市法定外公共物管
理条例 

10 占用料の還付 A A 

１０  豊中市法定外公共物管
理条例 

11-3 延滞金の減免 A A 

１１  豊中市法定外公共物管
理条例 

12 占用権の譲渡等の許可 A A 

１２  道路法 24 
道路管理者以外の者が
行う工事の承認 B Ａ 

１３  道路法 32-1 道路の占用の許可 B Ａ 

１４  道路法 32-3 
道路の占用の変更の許
可 

B A 

１５  道路法 47-2① 特殊車両の運行許可 B A 

１６  道路法 48-4① 
自動車専用道路との連
結・交差の許可 

D B 

１７  道路法 91-1 
区域決定後、権原取得前
の形質変更等の許可 

B A 

１８  道路法 91-2 
道路予定区域における占
用許可、占用の変更許可 B A 

１９  車両制限令 12 特殊車両の通行認定 B A 

２０  地方自治法 238-4⑦ 行政財産の目的外使用許可 A B 

２１  豊中市財産条例 9 使用料の減免 D B 

 



 

様式Ｂ－１ 

申請等に対する処分の審査基準・標準処理期間 

 

処 分 名 占用料の減免 

根拠法令及び条項 豊中市道路占用料条例第３条２項 

所管部課（室）係名 豊中市都市基盤部基盤管理課占用係 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関係条項 豊中市道路占用料施行規則第２条２項 

基  準 

1 占用料の減免を許可する場合は，その占用が次の各号に該当する

場合に限る。 

(1) 鉄道事業法(昭和 61年法律第 92号)による鉄道が道路と交差し

て占用するとき。 

(2) ガス，電気，電気通信，水道又は下水道の各戸引込管の設置の

ため占用するとき。 

(3) 街路灯又は防犯灯の設置のため占用するとき。 

(4) 地先から雨水又は汚水を溝等に排水するために必要な排水管

の埋設のために占用するとき。 

(5) 道路に出入するために必要な路端，法敷のりじき又は側溝上を

占用するとき。 

(6) 土地区画整理によって築造される道路敷にある家屋でその移

転を完了するまで占用するとき。 

(7) 恒例による松かざり，祭典等のため臨時に占用するとき。 

(8) 難視聴対策を目的とする有線テレビジョン放送施設の設置の

ため占用するとき。 

(9) 道路の附属物又は公安委員会の設置する交通信号灯を無償で

添加する電柱又は電話柱の設置のため占用するとき。 

(10) 電柱又は電話柱の支線の設置のため占用するとき。 

(11) バス停留所の上屋又はバス停留所標識の設置のため占用する

とき。 

(12) 認定電気通信事業者(電気通信事業法(昭和 59 年法律第 86 号)

第 120 条第 1 項に規定する認定電気通信事業者をいう。)が

設ける簡易型携帯電話システムに係る無線基地局の設置の

ため占用するとき。 

(13) 電柱，電話柱若しくは消火栓標識に添加する広告物(以下「添

加広告物」という。)又は建物，塀その他道路区域外の工作物

若しくは物件に添加し，道路区域内に突出する広告物の設置

のため占用するとき。 

(14) 前各号のほか，市長が特に必要があると認めるとき。 

 



参考事項 
 

設定等年月日 平成 9 年（1997 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

標

準

処

理

期

間 

標準処理期間  総日数 ２０日 （注：休日は含まない） 

内訳 
経由期間     日 （  事務所） 

処分期間     日 （  部  課） 

設定等年月日 平成 9 年（1997 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式Ｂ－１ 

申請等に対する処分の審査基準・標準処理期間 

 

処 分 名 占用料の分納許可 

根拠法令及び条項 豊中市道路占用料条例第４条２項 

所管部課（室）係名 豊中市都市基盤部基盤管理課占用係 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関係条項 豊中市道路占用料施行規則第４条第２項、第３項 

基  準 

1 市長は，占用料が著しく多額に上り，その他特別の事由がある

と認めるときは，前項の規定にかかわらず，当該会計年度内に

限り，期日を定め 2 回の分納を許可することができる。 

2 分納を許可した場合の占用料は，年額を 2 分し，その納期は，

次の各号の定めるところによる。ただし，当該納期の末日が民

法(明治 29 年法律第 89 号)第 142 条に規定する休日又は銀行法

施行令(昭和 57 年政令第 40 号)第 5 条第 1 項第 3 号に掲げる日

に該当する場合にあっては，当該各号の規定にかかわらず，こ

れらの日の翌日を納期限とする。 

(1) 第 1 期 4 月 1 日から 9 月 30 日までの分 

    4 月 1 日から同月 30 日まで 

(2) 第 2 期 10 月 1 日から翌年 3 月 31 日までの分 

10 月 1 日から同月 31 日まで 

参考事項 
 

設定等年月日 平成 9 年（1997 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

標

準

処

理

期

間 

標準処理期間  総日数 ２０日 （注：休日は含まない） 

内訳 
経由期間     日 （  事務所） 

処分期間     日 （  部  課） 

設定等年月日 平成 9 年（1997 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

備考  



様式Ｂ－１ 

申請等に対する処分の審査基準・標準処理期間 

 

処 分 名 占用料の還付 

根拠法令及び条項 豊中市道路占用料条例第７条 

所管部課（室）係名 豊中市都市基盤部基盤管理課占用係 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関係条項 
道路法第７１条第２項、道路占用規則第８条、豊中市道路占用料条例

第３条２項、道路占用料施行規則第２条第２項 

基  準 

1 既納の占用料は，還付しない。但し，次の各号に該当するときは、

許可又は取消のあった日の属する翌月分又は翌日分から還付す

る。 

(1) 法第 71 条第 2 項の規定により占用の許可を取り消したとき。 

① 道路に関する工事のためやむを得ない必要が生じた場合 

② 道路の構造又は交通に著しい支障が生じた場合 

③ 道路の管理上の事由以外の事由に基づく公益上やむを得な

い必要が生じた場合 

(2) 市長が占用の変更を許可したことにより過納となったとき。 

(3) 占用料の減免を許可したとき。 

参考事項  

設定等年月日 平成 9 年（1997 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

標

準

処

理

期

間 

標準処理期間  総日数 ２０日 （注：休日は含まない） 

内訳 
経由期間     日 （  事務所） 

処分期間     日 （  部  課） 

設定等年月日 平成 9 年（1997 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

備考  



様式Ｂ－１ 

申請等に対する処分の審査基準・標準処理期間 

 

処 分 名 延滞金の減免 

根拠法令及び条項 豊中市道路占用料条例第９条 

所管部課（室）係名 豊中市都市基盤部基盤管理課占用係 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関係条項  

基  準 

延滞金の減免については、原則として認めない。 

ただし、減免を認めるときは次の場合によるものとする。 

 

市長は、災害、不測の事故その他やむを得ない理由があると認める

ときは、延滞金を免除することができる。 

参考事項 
 

設定等年月日 平成 9 年（1997 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

標

準

処

理

期

間 

標準処理期間  総日数 ２０日 （注：休日は含まない） 

内訳 
経由期間     日 （  事務所） 

処分期間     日 （  部  課） 

設定等年月日 平成 9 年（1997 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

備考  



様式Ｂ－１ 

申請等に対する処分の審査基準・標準処理期間 

 

処 分 名 占用権の譲渡等の許可 

根拠法令及び条項 豊中市道路占用規則第９条２項 

所管部課（室）係名 豊中市都市基盤部基盤管理課占用係 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関係条項  

基  準 

基準を定めていない。 

参考事項 
 

設定等年月日 平成 9 年（1997 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

標

準

処

理

期

間 

標準処理期間  総日数 ２０日 （注：休日は含まない） 

内訳 
経由期間     日 （  事務所） 

処分期間     日 （  部  課） 

設定等年月日 平成 9 年（1997 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

備考  



様式Ｂ－１ 

申請等に対する処分の審査基準・標準処理期間 

 

処 分 名 工事等の承認 

根拠法令及び条項 豊中市法定外公共物管理条例第４条 

所管部課（室）係名 豊中市都市基盤部基盤管理課占用係 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関係条項  

基  準 

 「道路法第２４条の承認及び第９１条の６項の許可にかかる審査基

準について」（平成６年９月３０日道政発第４９号）に準じる。 

参考事項 
 

設定等年月日 平成 20 年（2008 年）6 月 20 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

標

準

処

理

期

間 

標準処理期間  総日数 １０日 （注：休日は含まない） 

内訳 
経由期間     日 （  事務所） 

処分期間     日 （  部  課） 

設定等年月日 平成 20 年（2008 年）6 月 20 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

備考  



様式Ｂ－１ 

申請等に対する処分の審査基準・標準処理期間 

 

処 分 名 占用の許可 

根拠法令及び条項 豊中市法定外公共物管理条例第５条 

所管部課（室）係名 豊中市都市基盤部基盤管理課占用係 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関係条項  

基  準 

 法定外公共物の管理に関する要綱第３条第３項に定める基準 

参考事項 
 

設定等年月日 平成 20 年（2008 年）6 月 20 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

標

準

処

理

期

間 

標準処理期間  総日数 １０日 （注：休日は含まない） 

内訳 
経由期間     日 （  事務所） 

処分期間     日 （  部  課） 

設定等年月日 平成 20 年（2008 年）6 月 20 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

備考  



様式Ｂ－１ 

申請等に対する処分の審査基準・標準処理期間 

 

処 分 名 占用料の減免 

根拠法令及び条項 豊中市法定外公共物管理条例第９条 

所管部課（室）係名 豊中市都市基盤部基盤管理課占用係 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関係条項 豊中市法定外公共物管理条例施行規則第７条第３項 

基  準 

1 占用料の減免を許可する場合及びその減免割合は，次のとおりと

する。 

(1) 鉄道事業法(昭和 61年法律第 92号)による鉄道が法定外公共

物と交差して占用する場合 免除 

(2) ガス，電気，電気通信，水道又は下水道の各戸引込管の設置

のため占用する場合 免除 

(3) 街路灯又は防犯灯の設置のため占用する場合 免除 

(4) 地先から雨水又は汚水を溝等に排水するために必要な排水

管の埋設のために占用する場合 免除 

(5) 道路に出入するために必要な路端，法敷のりじき又は側溝上

を占用する場合 免除 

(6) 道路に出入するために必要な通路橋を設置して水路上を占

用する場合(有効幅員が 4 メートル以下のものに限る。) 免

除 

(7) 恒例による松かざり，祭典等のため臨時に占用する場合 免

除 

(8) 難視聴対策を目的とする有線テレビジョン放送施設の設置

のため占用する場合 免除 

(9) かんがい排水施設その他農業用地の保全又は利用上必要な

施設の設置のため占用する場合 免除 

(10) 道路の附属物又は公安委員会の設置する交通信号灯を無償

で添加する電柱又は電話柱の設置のため占用する場合 2

分の 1 減 

(11) 電柱又は電話柱の支線の設置のため占用する場合 2 分の

1 減 

(12) バス停留所の上屋又はバス停留所標識の設置のため占用す

る場合 2 分の 1 減 

(13) 認定電気通信事業者(電気通信事業法(昭和 59 年法律第 86

号)第120条第1項に規定する認定電気通信事業者をいう。)

が設ける簡易型携帯電話システムに係る無線基地局の設

置のため占用する場合 3 分の 2 減 

(14) 電柱，電話柱若しくは消火栓標識に添加する広告物(以下

「添加広告物」という。)又は建物，塀その他法定外公共物



区域外の工作物若しくは物件に添加し，法定外公共物区域

内に突出する広告物の設置のため占用する場合 10 分の

3(添加広告物のうち，巻付広告物については，20 分の 13)

減 

(15) 前各号に掲げるもののほか，市長が特に必要があると認め

る場合 その都度市長の定める割合 

２．法定外公共物の管理に関する要綱第５第４項に定める場合 

 

参考事項 
 

設定等年月日 平成 20 年（2008 年）6 月 20 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

標

準

処

理

期

間 

標準処理期間  総日数 １０日 （注：休日は含まない） 

内訳 
経由期間     日 （  事務所） 

処分期間     日 （  部  課） 

設定等年月日 平成 20 年（2008 年）6 月 20 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

備考  

 

  



様式Ｂ－１ 

申請等に対する処分の審査基準・標準処理期間 

 

処 分 名 占用料の還付 

根拠法令及び条項 豊中市法定外公共物管理条例第１０条 

所管部課（室）係名 豊中市都市基盤部基盤管理課占用係 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関係条項  

基  準 

１．既納の占用料は、還付しない。 

 

２．次の各号のいずれかに該当するときは、その全部又は一部を還

付することができる。 

 

(1) 第１７条第２項の規定により占用許可を取り消したとき。 

(2) 市長が占用の変更を許可したことにより過納となったとき。 

(3) 前条の規定により占用料を減免したとき。 

(4) 前 3 号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認めると

き。 

参考事項 
 

設定等年月日 平成 20 年（2008 年）6 月 20 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

標

準

処

理

期

間 

標準処理期間  総日数 １０日 （注：休日は含まない） 

内訳 
経由期間     日 （  事務所） 

処分期間     日 （  部  課） 

設定等年月日 平成 20 年（2008 年）6 月 20 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

備考  



様式Ｂ－１ 

申請等に対する処分の審査基準・標準処理期間 

 

処 分 名 延滞金の減免 

根拠法令及び条項 豊中市法定外公共物管理条例第１１条第３項 

所管部課（室）係名 豊中市都市基盤部基盤管理課占用係 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関係条項  

基  準 

延滞金の減免については、原則として認めない。 

ただし、減免を認めるときは次の場合によるものとする。 

 

市長は、災害、不測の事故その他やむを得ない理由があると認める

ときは、延滞金を免除することができる。 

参考事項 
 

設定等年月日 平成 20 年（2008 年）6 月 20 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

標

準

処

理

期

間 

標準処理期間  総日数 １０日 （注：休日は含まない） 

内訳 
経由期間     日 （  事務所） 

処分期間     日 （  部  課） 

設定等年月日 平成 20 年（2008 年）6 月 20 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

備考  



様式Ｂ－１ 

申請等に対する処分の審査基準・標準処理期間 

 

処 分 名 占用権の譲渡等の許可 

根拠法令及び条項 豊中市法定外公共物管理条例第１２条 

所管部課（室）係名 豊中市都市基盤部基盤管理課占用係 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関係条項  

基  準 

 基準を定めていない。 

参考事項 
 

設定等年月日 平成 20 年（2008 年）6 月 20 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

標

準

処

理

期

間 

標準処理期間  総日数 １０日 （注：休日は含まない） 

内訳 
経由期間     日 （  事務所） 

処分期間     日 （  部  課） 

設定等年月日 平成 20 年（2008 年）6 月 20 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

備考  



様式Ｂ－１ 

申請等に対する処分の審査基準・標準処理期間 

処 分 名 道路管理者以外の者が行う工事の承認 

根拠法令及び条項 道路法第２４条 

所管部課（室）係名 豊中市都市基盤部基盤管理課占用係 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関係条項  

基  準 

 道路法第２４条の承認及び第９１条の６項の許可にかかる審査基

準について（平成６年９月３０日道政発第４９号） 

参考事項 
 

設定等年月日 平成 6 年（2004 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

標

準

処

理

期

間 

標準処理期間  総日数 ２０日 （注：休日は含まない） 

内訳 
経由期間     日 （  事務所） 

処分期間     日 （  部  課） 

設定等年月日 平成 6年（2004 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

備考  
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@OPQRS>TU5VWeXf>ghij)*

kgl@Omn'oXpq
kgl@OPQRS'rs'tu'pqvwx_
kgl@OPQRS'yz{|})glm~�'���'�� �̂�*����'���
�e��cvwq%



���������������� ���	
�������
��������	�������������������
�
��������������������������
�

���	
�������
��������	�������������������
�
��������������������������
� ���

��� !"#$%&'(&)*+,

-./01234567859 !:;&<=>?5@AB.CDEF@G02HIJ
KLMNOPKQ&ORKLMS

FT9UV&WX=Y9Z[F=Y\&]&=YO^_2`aKG02bcdM56H
IJKQ&MJKS
efghVij&klmnFopqrM56=s:tu&vwx-yz2L&kl2=s
{|&}~��
�fg,��bL�2�����2�K��&�=M56=s:tu&��-�b{|&
}~&��
�fg��&:tu&WX&kl2mnF{|&}~&��
�fg�2����.���N����.��kl2mnF{|&}~&��

����� ¡¢£¤��¥¤¥¦§¥̈ ©�ª«¬­¦ ¡¢£�®ª̄�°±±²©�³ ́ ¤£¦­�«µ�¶·́ ©̈�̧́ µ¦·¤£¦¹º£¹¦¥�·́ ¨
»¦·́ ¤¬«¦£



様式Ｂ－１ 

申請等に対する処分の審査基準・標準処理期間 

処 分 名 道路の占用の許可 

根拠法令及び条項 道路法第３２条第１項 

所管部課（室）係名 豊中市都市基盤部基盤管理課占用係 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関係条項  

基  準 

道路法施行令第９条～第１６条 

道路法施行規則第４条の３～第４条の４の７ 

道路占用関係通達集 第２章 占用許可基準 

参考事項 
 

設定等年月日 平成 6 年（2004 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

標

準

処

理

期

間 

標準処理期間  総日数 ２０日 （注：休日は含まない） 

内訳 
経由期間     日 （  事務所） 

処分期間     日 （  部  課） 

設定等年月日 平成 6年（2004 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

備考  

 



様式Ｂ－１ 

申請等に対する処分の審査基準・標準処理期間 

処 分 名 道路の占用の変更の許可 

根拠法令及び条項 道路法第３２条第３項 

所管部課（室）係名 豊中市都市基盤部基盤管理課占用係 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関係条項  

基  準 

道路法施行令第９条～第１６条 

道路法施行規則第４条の３～第４条の４の７ 

道路占用関係通達集 第２章 占用許可基準 

参考事項 
 

設定等年月日 平成 6 年（2004 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

標

準

処

理

期

間 

標準処理期間  総日数 ２０日 （注：休日は含まない） 

内訳 
経由期間     日 （  事務所） 

処分期間     日 （  部  課） 

設定等年月日 平成 6年（2004 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

備考  

 



様式Ｂ－１ 

申請等に対する処分の審査基準・標準処理期間 

処 分 名 特殊車両の運行許可 

根拠法令及び条項 道路法第４７条の２第１項 

所管部課（室）係名 豊中市都市基盤部基盤管理課占用係 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関係条項  

基  準 

特殊車両通行許可限度算定要領について 

（昭和５３年１２月１日建設省道交発第９９号、道企発第５７号） 

参考事項 
 

設定等年月日 平成 6 年（2004 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

標

準

処

理

期

間 

標準処理期間  総日数 １０日 （注：休日は含まない） 

内訳 
経由期間     日 （  事務所） 

処分期間     日 （  部  課） 

設定等年月日 平成 6年（2004 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

備考  

 



特殊車両通行許可限度算定要領 

 

（目次） 

第一章 総則 

1・1 目的 

1・2 適用する道路 

1・3 車両の分類 

1・4 通行条件の区分 

1・5 道路情報便覧の使用 

第二章 許可車両の寸法の算定 

2・1 許可車両の幅の算定 

2・2 許可車両の高さの算定 

2・3 許可車両の長さの算定 

第三章 許可車両の重量の算定 

3・1 用語の定義 

3・2 部材の許可限度重量の算定 

3・3 基本図 

3・4 基本補正係数 

3・5 車体構造を異にする車両の許可限度重量 

3・6 橋梁等の許可限度重量の算定 

3・7 経路の許可限度重量の算定 

別紙(1) 許可車両の長さの算定図表 

別紙(2) 許可限度重量算定図表 

別紙〔附〕 許可限度重量の簡易算定方法 

 

第一章 総則 

 

1・1 目的 

この要領は、道路法(以下「法」という。)第 47条の二第一項の規定に基づき道路管理者が

通行を許可することができる車両(以下「許可車両」という。)の寸法および重量を算定す

ることを目的とする。 

 

1・2 適用する道路 

道路法の道路とする。 

 

1・3 車両の分類 



許可車両の寸法および重量を算定する場合においては、車両の分類は、表—1・1 に定めると

ころによる。 

表—1・1 車両の分類 

分類   例示 

単車   トラック 

トラッククレーン 

建設機械類 

連結車 セミトレーラ 海上コンテナ運送用車両 

一般雑貨運送用車両 

重量物運送用車両 

ポールトレーラ 

  フルトレーラ 一般雑貨運送用車両(ダブルスを含む。) 

 

1・4 通行条件の区分 

許可車両の寸法および重量を算定する場合においては、通行条件の区分は、表—1・2に定め

るところによる。 

表—1・2 通行条件の区分 

区分

記号 

内容   

  重量に関する条件 寸法に関する条件 

A 徐行等の特別の条件を付さない。 徐行等の特別の条件を付さ

ない。 

B 徐行および連行禁止を条件とする。 徐行を条件とする。 

C 徐行、連行禁止および当該車両の前後に誘導車を配置

することを条件とする。 

徐行および当該車両の前後

に誘導車を配置することを

条件とする。 

D 徐行、連行禁止および当該車両の前後に誘導車を配置

し、かつ、二車線内に他車が通行しない状態で当該車

両が通行することを条件とする。 

道路管理者が別途指示する場合は、その条件も附加す

る。 

  

 

(注) 「連行禁止」とは、二台以上の特殊車両が縦列をなして同時に橋、高架の道路等の

同一径間を渡ることを禁止する措置をいう。 

 

1・5 道路情報便覧の使用 



許可車両の寸法および重量を算定するため必要があるときは、この要領のほか、昭和 49年

６月 20 日付け、建設省道交発第 22号道路局長通達により整備された道路情報便覧を使用

すること。 

 

第二章 許可車両の寸法の算定 

 許可車両の寸法は、申請に係る道路の狭小幅員箇所、交差点(屈折部を含む。以下同じ。)、

曲線部、トンネルおよび跨道橋下等の箇所の状況等に応じ、次の方法により算定するもの

とする。 

 

2・1 許可車両の幅の算定 

許可車両の幅は、原則として 3.5ｍ以下とし、かつ、表—2・1に定めるところにより算定し

た値とする。 

 

2・2 許可車両の高さの算定 

許可車両の高さは、原則として 4.3ｍ以下とし、かつ、表—2・1 に定めるところにより算定

した値とする。この場合において、当該値は、当該車両の通行位置における車道面から構

造物、施設等までの高さから 0.2ｍを差し引いたものとする。 

 

2・3 許可車両の長さの算定 

許可車両の長さは、原則として表—2・2に定める値以下とし、かつ、表—2・1 に定めるとこ

ろにより算定した値とする。この場合において、道路管理者は、当該車両について交差点

における通行の可否を別紙(1)の図—1 により、または曲線部における通行の可否を別紙(1)

の図—2 により検討するものとする。 

 

表—2・1 通行条件別許可限度寸法 

通行 

条件 

許可車両の 

幅の限度 

許可車両の 

高さの限度 

許可車両の長さの限度 

分離 

道路 

非分離 

道路 

分離 

道路 

非分離

道路 

曲線部 交差点 

分離道路 非分離道路 

A （車道幅

員）－3.0

ｍ 

｛（車道

幅員） 

－0.5ｍ｝

/2 

車道上のいずれ

の位置において

も通行できる車

両の高さ 

別紙（１）

許可車両の

長さの算定

図表の表-

別紙（１）許

可車両の長さ

の算定図表の

表-１および

― 



１および図

-２による。 

ただし、許

可車両の幅

との相関に

おいて、車

両占有幅が

｛（車道幅

員）-3.0ｍ｝

以下の車両

の長さ 

図-２による。 

ただし、許可

車両の幅との

相関におい

て、車両占有

幅が[｛（車道

幅員）－0.5

ｍ｝/2]以下の

車両の長さ 

B （車道幅

員）－1.0

ｍ 

（車道幅

員）/2 

進行方

向の車

道部の

中央位

置にお

いて通

行でき

る車両

の高さ 

車道の

中央の

左側で

通行で

きる車

両の高

さ 

別紙（１）

許可車両の

長さの算定

図表の表-

１および図

-２による。 

ただし、許

可車両の幅

との相関に

おいて、車

両占有幅が

｛（車道幅

員）-1.0ｍ｝

以下の車両

の長さ 

別紙（１）許

可車両の長さ

の算定図表の

表-１および

図-２による。 

ただし、許可

車両の幅との

相関におい

て、車両占有

幅が｛（車道

幅員）/2｝以

下の車両の長

さ 

別紙（１）

許可車両の

長さの算定

図表の表-1

による。た

だし、交差

点の形状と

図-１を照

合して許可

車両が対向

車線をおか

さず、右折

または左折

できる長さ 

C 車道幅員 車道幅員 道路の中央位置

において通行で

きる車両の高さ 

別紙（１）

許可車両の

長さの算定

図表の表-

１および図

-２による。 

ただし、許

可車両の幅

との相関に

おいて、車

別紙（１）許

可車両の長さ

の算定図表の

表-１および

図-２による。 

ただし、許可

車両の幅との

相関におい

て、車両占有

幅が（車道幅

別紙（１）

許可車両の

長さの算定

図表の表-1

による。た

だし、交差

点の形状と

図-１を照

合して許可

車両が対向



両占有幅が

（車道幅

員）以下の

車両の長さ 

員）以下の車

両の長さ 

車線を占有

すれば、右

折または左

折できる長

さ 

（注）１ 分離道路とは、車線が往復の方向別に物理的に分離され、または白色の実線で

分離されている道路（通常４車線以上の道路）および一方通行の道路をいう。 

２ 非分離道路とは、分離道路以外の道路をいう。 

３ 交差点部の A条件については、車両の寸法の大小に関係なく、無条件で通過すること

は考えることはできないので、空欄とする。 

 

表—2・2 許可車両の長さの限度 

単位：ｍ 

車両の分類   限度 

単車   16.0 

連結車 セミトレーラ 17.0 

  フルトレーラ(ダブルスを除く。) 19.0 

  ダブルス 21.0 

 

第三章 許可車両の重量の算定 

 

許可車両の重量は、申請に係る橋、高架の道路等(以下「橋梁等」という。)について原則

として、3・2、3・5、3・6および 3・7に定める方法により算定する。 

 

3・1 用語の定義 

(1) 許可限度重量(W)：許可車両の総重量をいう。 

(1)の 1 部材の許可限度重量：橋梁等の部材ごとに許可限度重量を求めた値をいう。 

(1)の 2 橋梁等の許可限度重量：一の橋梁等について求めた部材の許可限度重量のうち、

最小値をいう。 

(1)の 3 経路の許可限度重量：申請経路における全ての橋梁等について求めた許可限度重

量の最小値をいう。 

(2) 基本図：橋梁等の主要部材の種類(主げた、横げた、縦げた、および床版)のそれぞれ

について車両の分類ごとに橋梁等の部材に生ずる応力が、昭和三一年制定の鋼道路橋設計

示方書による一等橋の設計活荷重(以下「TL—二〇設計荷重」という。)と等価となる車両の

総重量又は軸重を通行条件の区分別に図示したもので、部材の許可限度重量を求めるため

の基本となるものをいう。 



(3) 基本総重量(W′)：橋梁等の主要部材ごとにそれぞれの代表的支間(主げたにおいては

60ｍのもの、横げたにおいては 6ｍのもの、縦げたにおいては 8ｍのもの、床版においては

4ｍのものをいう。以下同じ。)について生ずる応力が TL—20 設計荷重と等価となる車両の

総重量をいう。 

(4) 基本軸重(Pa)：床版の代表的支間について生ずる応力が TL—20 設計荷重と等価となる

車両の軸重をいう。 

(5) 最遠軸距(d)：車両の最前軸と最後軸との軸間距離(図 3・1)をいう。 

(6) 隣接軸距(da)：最大軸重軸と隣り合う軸との軸間距離(図—3・1)をいう。 

 

図—3・1 最遠軸距(d)および隣接軸距(da) 

 

(7) 軸重配分比(d)：申請総重量(Wb)を当該車両の申請軸重のうち最大の軸重(P)で除した

値をいう。 

(8) 補正係数(K)：部材の許可限度重量を求めるために、基本図から求めた値を補正する

係数をいい、基本補正係数のそれぞれの値を乗じたものをいう。 

(9) 基本補正係数(k1〜k5)：補正係数を求めるための基本となる係数をいう。 

(9)の 1 k1：設計示方書および橋格の相異による設計活荷重に関する補正および支間等の

相異による補正を行うための係数をいう。 

(9)の 2 k2：設計応力度と実応力度の相異による補正を行うための係数をいう。 

(9)の 3 k3：路面の凹凸等の状況による補正を行うための係数をいう。 

(9)の 4 k4：部材の腐食、損傷等の程度および断面の過不足等による補正を行うための係

数をいう。 

(9)の 5 k5：交通状況および将来の供用期待年数等による補正を行うための係数をいう。 

 

3・2 部材の許可限度重量の算定 

部材の許可限度重量は、部材ごとに次の方法により算定する。 

(1) 主げた、横げたおよび縦げた 

W＝W′×K 

(この式において、W，W′および Kは、それぞれ次の数値を表わすものとする。 



W＝主げた、横げたおよび縦げたのそれぞれの許可限度重量 

W′＝基本図 Iから求めた基本総重量 

K＝次式により求めた補正係数 

K＝k1×k2×k3×k4×k5) 

(2) 床版 

W＝W′×K＝Pa×α×K 

(この式において W，W′，Pa，αおよび Kはそれぞれ次の数値を表わすものとする。 

W＝床版の許可限度重量 

W′＝Pa×α 

Pa＝基本図 IIから求めた基本軸重 

α＝申請車両の総重量／申請車両の申請軸重の最大値＝Wb／P 

K＝k1×k2×k3×k4×k5) 

 

3・3 基本図 

基本図は、別紙(2)に示すものとし、その種類は表—3・1に示すものとする。 

表—3・1 基本図の種類 

基本図番号 車両の分類 部材 求める値 変数 

I—1 単車 主げた 

横げた 

縦げた 

W′ d 

I—2 セミトレーラ 主げた 

横げた 

縦げた 

W′ d 

I—3 フルトレーラ 主げた 

横げた 

縦げた 

W′ d 

II—1 全車両 床版 Pa da 

 

3・4 基本補正係数 

基本補正係数は、別紙(2)に示すものとし、その種類は表—3・2 に示すものとする。 

表—3・2 基本補正係数の種類 

基本補正

係数 

補正内容 適用部材 基本補正係数表

番号 

k1 (設計荷重に関する補正)×(支間等に関する補

正) 

主げた 

横げた・縦

げた 

表—1、表—2 

表—3、表—4 

表—5、表—6 



床板 

k2 応力度に関する補正 全部材 表—7(注) 

k3 路面状況に関する補正 全部材 表—8 

k4 橋梁の腐食・損傷等の程度等による断面の過不

足等に関する補正 

全部材 — 

k5 交通状況および将来の供用期待年数等に関す

る補正 

全部材 — 

 

3・5 車体構造を異にする車両の許可限度重量 

3・5・1 車体幅を異にする車両 

自動車の幅(以下「車体幅」という。)が、2.50ｍをこえる車両の主げたの許可限度重量は、

通行条件 Dの場合に限り 3・2に定めるところにより求めた許可限度重量に表—3・3 の係数

βを乗じた値とする。ただし、横げた、縦げたおよび床版の許可限度重量は、車体幅に関

係なく三・二に定めるところにより求めた値とする。 

図—3・2 G のとり方 

 

表—3・3 係数βの値 

最大軸重をもつ軸の最外輪中心間距離(G) βの値 

2.00ｍ以下 1.00 

2.01ｍ～2.25ｍ 1.05 

2.26ｍ～2.50ｍ 1.10 

2.51ｍ～2.75ｍ 1.15 

2.76ｍ～3.00ｍ 1.20 

 

3・5・2 トリプル軸を有する車両 

トリプル軸を有する車両の床版の許可限度重量は、次の式により算定する。 

W＝Pa×0.7×α×K 



Pa は基本図 IIにより求めた値とする。 

 

図—3・3 トリプル軸を有する車両 

 

3・6 橋梁等の許可限度重量の算定 

一の橋梁等の許可限度重量は、3・2および 3・5に定めるところにより当該橋梁等について

求めた部材の許可限度重量中の最小値とする。 

 

3・7 経路の許可限度重量の算定 

申請に係る経路の許可限度重量は、図—3・4に示す順序により求める。 

図—3・4 経路許可限度重量の算定順序 



 

別紙(1) 許可車両の長さの算定図表 

 

表—1 車両寸法による分類 

 

単位：m 



分類 I II III IV 

  1 2 3 1 2 3     

車両幅 2.50 3.00 3.50 2.50 3.00 3.50 2.50 通行

不可 

トラック l≦16.0 l≦15.0 l≦14.0 l≦12.0 l≦11.0 l≦10.0 l≦10.0   

トラックク

レーン 

l≦16.0 l≦15.0 l≦14.0 l≦13.0 l≦12.0 l≦11.0 l≦11.0 〃 

セミトレー

ラ 

l≦17.0 l≦16.0 l≦15.0 l≦14.0 l≦13.0 l≦12.0 l≦12.0 〃 

フルトレー

ラ 

l≦19.0 — — l≦16.0 — — l≦14.0 〃 

ダブルス l≦21.0 — — l≦18.0 — — — 〃 

 

(注)１ 車両幅が上記分類の車両幅(2.50，3.00，3.50)と異なるときは、当該車両長は、

補間により求めた長さとする。(次の例示参照) 

 ２ l とは車両の長さをいう。 



 

(注) 

１ 図面の矢線の番号 1)〜3)の順序により、車両長さを見出す。 

２ 車両の分類 I、II とも 2.75 未満を 1、2.75〜3.25 未満を 2、3.25 以上を 3とする。 

図—1 交差点における車両寸法による分類別軌跡図 

縮尺：1／500 



車両分類：I 

 

車両分類：II 

 

車両分類：III 



 

図—2 道路の曲線部における車両占有幅 

 

 

別紙(2) 

許可限度重量算定図表 

A 基本図 

車両の分類   例示 使用する基本図   

      主げた・横げた・縦げ

た 

末版 



単車   トラツク 

トラツククレーン車 

建設機械類 

I—1 II—1 

連結車 セミトレー

ラ 

海上コンテナ運送用車両 

一般雑貨運送用車両 

重量物運送用車両 

ポールトレーラ 

I—2 II—1 

  フルトレー

ラ 

一般雑貨運送用車両(ダブルスを

含む) 

I—3 II—1 

 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 

(注) 

１ 隣接軸距が 1.5m 以下の場合は、前頁の図から基本軸重を求める。 

２ 片持版に対しては Dを使用してはならない。 

 

B 基本補正係数表 

 

基本補正係数 

適用部材   適用車両 



k1 主げた   表—1(単車) 

表—2(連結車) 

  横げた   表—3(全車両) 

  縦げた   表—4(〃) 

  床版 単純・連続版 表—5(〃) 

    片持版 表—6(〃) 

k2 全部材   表—7、(注)(〃) 

k3 全部材   表—8(〃) 

k4 全部材   (全車両) 

k5 全部材   (全車両) 

 

表-１ k1(主げた)〔単車に適用〕 

通

行 

条

件 

主

げ

た

支

間 

l(m

) 

d≦6.5ｍ d＞6.5ｍ 

S48 S31 S14 

  

T15 S48 S31 S14 T15 

1 2 1 2 1 2 3 1 2 1 2 1 2 3 

A 

・ 

B 

l＜

20 

1.1

2  

1.0

0 

0.7

0 

0.7

8 

0.5

8 

0.7

1 

0.5

6 

0.5

0 

1.2

8 

1.1

5 

0.8

1 

0.9

0 

0.6

7 

0.8

2 

0.6

4 

0.5

8 

20≦

l＜

30 

1.2

1 

1.0

0 

0.7

0 

0.8

5 

0.6

6 

0.8

8 

0.7

1 

0.6

7 

1.2

3 

1.0

2 

0.7

1 

0.8

7 

0.6

7 

0.9

0 

0.7

2 

0.6

8 

30≦

l＜

40 

1.2

5 

1.0

0 

0.7

0 

0.9

2 

0.7

2 

0.9

7 

0.7

9 

0.7

6 

1.2

7 

1.0

1 

0.7

1 

0.9

3 

0.7

3 

0.9

8 

0.8

0 

0.7

7 

40≦

l＜

60 

1.2

6 

1.0

0 

0.7

0 

0.9

6 

0.7

6 

1.0

3 

0.8

5 

0.8

1 

1.2

6 

1.0

0 

0.7

0 

0.9

6 

0.7

6 

1.0

3 

0.8

5 

0.8

1 

50≦

l＜

50 

1.2

5 

1.0

0 

0.7

0 

0.9

9 

0.7

8 

1.0

7 

0.8

7 

0.8

4 

1.2

5 

1.0

0 

0.7

0 

0.9

9 

0.7

8 

1.0

7 

0.8

7 

0.8

4 

ｌ≧

60 

1.2

4 

1.0

0 

0.7

0 

1.0

0 

0.7

9 

1.0

7 

0.8

7 

0.8

4 

1.2

4 

1.0

0 

0.7

0 

1.0

0 

0.7

9 

1.0

7 

0.8

7 

0.8

4 

C l＜ 0.6 0.6 0.4 0.4 0.3 0.4 0.3 0.3 0.8 0.7 0.5 0.6 0.4 0.5 0.4 0.4



・ 

D 

20 9 2 3 8 6 4 5 2 5 9 6 2 6 6 4 0 

20≦

l＜

30 

0.8

1 

0.6

7 

0.4

7 

0.5

7 

0.4

4 

0.5

9 

0.4

7 

0.4

5 

0.9

1 

0.7

5 

0.5

3 

0.6

4 

0.4

9 

0.6

6 

0.5

4 

0.5

0 

30≦

l＜

40 

0.9

6 

0.7

7 

0.5

4 

0.7

0 

0.5

5 

0.7

4 

0.6

0 

0.5

8 

1.0

1 

0.8

0 

0.5

6 

0.7

4 

0.5

8 

0.7

9 

0.6

3 

0.6

1 

40≦

l＜

50 

1.0

8 

0.8

6 

0.6

1 

0.8

3 

0.6

6 

0.8

9 

0.7

3 

0.7

0 

1.1

1 

0.8

8 

0.6

2 

0.8

5 

0.6

7 

0.9

1 

0.7

5 

0.7

1 

50≦

l＜

60 

1.1

9 

0.9

5 

0.6

7 

0.9

4 

0.7

4 

1.0

2 

0.8

3 

0.8

0 

1.1

9 

0.9

5 

0.6

7 

0.9

4 

0.7

4 

1.0

2 

0.8

3 

0.8

0 

ｌ≧

60 

1.2

4 

1.0

0 

0.7

0 

1.0

0 

0.7

9 

1.0

7 

0.8

7 

0.8

4 

1.2

4 

1.0

0 

0.7

0 

1.0

0 

0.7

9 

1.0

7 

0.8

7 

0.8

4 

（注） 

１ 軸数 3以下の単車については、d≦6.5ｍの欄の基本補正係数を用いる。 

２ 上表中 S48 とは、「特定の路線にかかる橋、高架の道路等の技術基準について」（昭

和 48年 4月 25 日、建設省都市局長、道路局長通達によるいわゆる TT-43 をいう。（以下、

表 2～8において同じ） 

３ 上表中 S31、S14、T15 とはそれぞれ昭和 31年、昭和 14年、大正 15年制定の道路橋設

計示方書をいう。（以下、表 2～8において同じ） 

４ 上表 1,2,3 とはそれぞれ 1等橋、2等橋、3等橋をいう。（以下、表 2～8において同

じ） 

 

表-2  k1(主げた)〔連結者に適用〕 

通

行 

条

件 

主

げ

た

支

間 

l(m

) 

d≦15ｍ d＞15ｍ 

S48 S31 S14 

  

T15 S48 S31 S14 T15 

1 2 1 2 1 2 3 1 2 1 2 1 2 3 

A 

・ 

B 

l＜

20 

1.4

3  

1.2

8 

0.9

0 

1.0

0 

0.7

4 

0.9

1 

0.7

2 

0.6

4 

1.6

7 

1.5

0 

1.0

5 

1.1

7 

0.8

7 

1.0

7 

0.8

4 

0.7

5 

20≦ 1.3 1.1 0.7 0.9 0.7 0.9 0.8 0.7 1.4 1.1 0.8 1.0 0.7 1.0 0.8 0.7



l＜

30 

6 3 9 6 5 9 0 6 2 8 3 0 8 4 4 9 

30≦

l＜

40 

1.3

3 

1.0

6 

0.7

4 

0.9

8 

0.7

6 

1.0

3 

0.8

4 

0.8

1 

1.3

6 

1.0

8 

0.7

6 

0.9

9 

0.7

8 

1.0

5 

0.8

5 

0.8

2 

40≦

l＜

50 

1.3

0 

1.0

3 

0.7

2 

0.9

9 

0.7

8 

1.0

6 

0.8

8 

0.8

3 

1.3

0 

1.0

3 

0.7

2 

0.9

9 

0.7

8 

1.0

6 

0.8

8 

0.8

3 

50≦

l＜

60 

1.2

6 

1.0

1 

0.7

1 

1.0

0 

0.7

9 

1.0

8 

0.8

8 

0.8

5 

1.2

6 

1.0

1 

0.7

1 

1.0

0 

0.7

9 

1.0

8 

0.8

8 

0.8

5 

ｌ≧

60 

1.2

4 

1.0

0 

0.7

0 

1.0

0 

0.7

9 

1.0

7 

0.8

7 

0.8

4 

1.2

4 

1.0

0 

0.7

0 

1.0

0 

0.7

9 

1.0

7 

0.8

7 

0.8

4 

C 

・ 

D 

l＜

20 

0.9

7 

0.8

7 

0.6

1 

0.6

8 

0.5

0 

0.6

2 

0.4

8 

0.4

4 

1.2

3 

1.1

0 

0.7

8 

0.8

6 

0.6

4 

0.7

9 

0.6

2 

0.5

6 

20≦

l＜

30 

1.0

1 

0.8

3 

0.5

9 

0.7

1 

0.5

5 

0.7

3 

0.6

0 

0.5

6 

1.0

7 

0.8

9 

0.6

2 

0.7

5 

0.5

9 

0.7

8 

0.6

3 

0.6

0 

30≦

l＜

40 

1.0

5 

0.8

4 

0.5

8 

0.7

7 

0.6

0 

0.8

2 

0.6

6 

0.6

3 

1.1

0 

0.8

4 

0.6

1 

0.8

1 

0.6

3 

0.8

5 

0.6

9 

0.6

6 

40≦

l＜

50 

1.1

2 

0.8

9 

0.6

3 

0.8

5 

0.6

8 

0.9

2 

0.7

6 

0.7

2 

1.1

3 

0.9

0 

0.6

3 

0.8

6 

0.6

9 

0.9

3 

0.7

7 

0.7

3 

50≦

l＜

60 

1.2

0 

0.9

6 

0.6

7 

0.9

5 

0.7

5 

1.0

3 

0.8

4 

0.8

1 

1.2

0 

0.9

6 

0.6

7 

0.9

5 

0.7

5 

1.0

3 

0.8

4 

0.8

1 

ｌ≧

60 

1.2

4 

1.0

0 

0.7

0 

1.0

0 

0.7

9 

1.0

7 

0.8

7 

0.8

4 

1.2

4 

1.0

0 

0.7

0 

1.0

0 

0.7

9 

1.0

7 

0.8

7 

0.8

4 

 

表-3  k1(横げた)〔全車両、全通行条件（A～D）に適用〕 

通

行 

条

件 

横

げ

た

支

間 

横

げ

た

間

隔

d≦15ｍ d＞15ｍ 

S48 S31 S14 

  

T15 S48 S31 S14 T15 

1 2 1 2 1 2 3 1 2 1 2 1 2 3 



l(m

) 

λ

(m

) 

A 

～ 

D 

l＜

20 

λ

≦

4 

1.0

0 

1.0

0 

0.7

0 

0.6

5 

0.4

6 

0.5

5 

0.3

8 

0.3

0 

1.4

0 

1.4

0 

0.9

8 

0.9

1 

0.6

4 

0.7

7 

0.5

2 

0.4

2 

4

＜

λ

≦

8 

1.2

1 

0.6

5 

0.4

7 

0.5

9 

0.4

0 

0.3

2 

1.2

1 

1.0

0 

0.7

0 

0.6

5 

0.4

7 

0.5

9 

0.4

0 

0.3

2 

8

＜

λ

≦

12 

1.3

6 

0.6

7 

0.4

8 

0.6

0 

0.4

0 

0.3

2 

1.2

2 

0.9

0 

0.6

3 

0.6

0 

0.4

3 

0.5

4 

0.3

6 

0.2

9 

12

＜

ｌ

≦

24 

λ

≦

4 

1.0

0 

1.0

0 

0.7

0 

0.6

5 

0.4

6 

0.4

7 

0.3

3 

0.2

5 

1.4

0 

1.4

0 

0.9

8 

0.9

1 

0.6

4 

0.6

6 

0.4

6 

0.3

5 

4

＜

λ

≦

8 

1.2

1 

0.6

5 

0.4

7 

0.5

0 

0.3

3 

0.2

7 

1.2

1 

1.0

0 

0.7

0 

0.6

5 

0.4

7 

0.5

0 

0.3

3 

0.2

7 

8

＜

λ

≦

12 

1.3

6 

0.6

7 

0.4

8 

0.5

2 

0.3

4 

0.2

8 

1.2

2 

0.9

0 

0.6

3 

0.6

0 

0.4

3 

0.4

7 

0.3

1 

0.2

5 

 

表-4  k1(縦げた)〔全車両、全通行条件（A～D）に適用〕 

通

行 

条

件 

縦

げ

た

支

間 

d≦6ｍ d＞6ｍ 

S48 S31 S14 

  

T15 S48 S31 S14 T15 

1 2 1 2 1 2 3 1 2 1 2 1 2 3 



l(m

) 

A 

～ 

D 

l＜4 1.0

0 

1.0

0 

0.7

0 

0.6

5 

0.4

5 

0.5

5 

0.3

6 

0.2

7 

1.2

5 

1.2

5 

0.8

8 

0.8

1 

0.5

6 

0.6

9 

0.4

5 

0.3

4 

4＜

λ≦

8 

1.1

1 

1.1

1 

1.0

0 

0.7

0 

0.6

5 

0.4

5 

0.5

5 

0.3

6 

0.2

7 

8＜

λ≦

12 

1.2

1 

1.0

9 

0.9

0 

0.6

3 

0.5

9 

0.4

1 

0.5

0 

0.3

2 

0.2

4 

 

表—5 k1(床版—単純版・連続版)〔全車両に適用〕 

通行条件 床版の支間 

l(m) 

S48 S31 S14 T15 

1 2 1 2 1 2 3 

A・B・C l＜2 1.84 1.84 1.29 1.12 0.77 0.90 0.61 0.46 

  2≦l≦4 1.27 1.18 0.83 0.91 0.63 0.74 0.50 0.38 

D l＜2 1.32 1.32 0.92 0.81 0.55 0.65 0.44 0.33 

  2≦l≦4 1.19 1.10 0.77 0.85 0.58 0.69 0.46 0.35 

 

表—6 k1(床版—片持版)〔全車両に適用〕 

通行条件 床版の支間 

l(m) 

S48 S31 S14 T15 

1 2 1 2 1 2 3 

A・B・C l＜1 1.50 1.50 1.05 1.17 0.81 0.95 0.63 0.48 

  1≦l≦2 1.12 1.12 0.78 1.05 0.73 0.86 0.57 0.43 

 

表—7 k2(横げた、縦げた)〔全車両に適用〕 

通行条件 S48 S31 S14 T15 

1 2 1 2 1 2 3 

A・B 1.0 1.0 1.0 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 

C・D 1.3 1.3 1.3 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 

 

(注) 

１ k2 は応力度に関する補正係数で、横げた及び縦げたについては、鉄筋コンクリート床

版との合成効果等により実際には応力度の余裕があることを考慮して、計算により得られ

た耐荷力に上表の係数で示される割増しを行うものである。しかし、このような耐荷力の

割増しは鉄筋コンクリート床版が比較的健全でかつ縦げた、横げたに十分密着した状態に



保たれていてはじめて考慮しうるものであるから、床版がかなりいたんでいたり、横げた

と縦げたとの接触部がゆるんでいたりして、床版と床組との合成作用が十分期待できない

ような状態にあるときには、上表の係数をそのままとることはできない。このような場合

には、床版及び床組の状態に応じて上表の値より小さい係数を適宜設定して用いるものと

する。プレキヤスト版を並べ、床組部材にボルトで固定した床版形式等、構造的に床版と

床組との合成作用が期待できないような場合も、同様な扱とする。 

２ 主げた、床版及び S31、S48 の示方書等による橋梁で通行条件 A、Bの場合の横げた、

縦げたの基本補正係数(k2)は、原則として 1.0 とするが、実応力度の計測等により実応力

度に対し設計応力度に余裕が認められる場合には、道路管理者の判断により基本補正係数

を定めることができる。 

 

表—8 k3(全部材)〔全車両に適用〕 

路面の状況 k3 

正常 1.0 

舗装に多少の凹凸がある場合 0.9 

舗装の破壊が著しい場合 0.8 

(注) 一の橋梁等について路面状況に応じて選定した k3 の値は、当該橋梁等のすべての部

材に適用するものとする。 

 

k4(全部材)〔全車両に適用〕 

k4 は、各部材ごとに部材の腐食、損傷等の程度、設計計算上必要な断面に対する実際の有

効断面との比、橋体の動的挙動および k5 等を考慮して道路管理者が定める。 

 

k5(全部材)〔全車両に適用〕 

k5 は、交通状況および将来の供用期待年数等を考慮して次の方法により定める。 

(1) k5 を定めるための判断の基準となる数値は、あらかじめ次の計算により求める。 

3.2(部材の許可限度重量の算定)により標準車(車両の分類は、単車、d＝5ｍ、da＝1.2ｍ、

α＝2.5 の車両をいう。このサイズの車両は、一般の大型トラックである。)が A条件で通

行する場合において k5＝1.0 として橋梁等の許可限度重量を求める。この値を W1〜4とす

る。 

したがつて、W1〜4は、次の各部材ごとの標準車の許可限度重量 Wの最小値となる。 

イ 主げた W＝23.3×k1×k2×k3×k4 

ロ 横げた W＝21.8×k1×k2×k3×k4 

ハ 縦げた W＝22.9×k1×k2×k3×k4 

ニ 床版 W＝24.0×k1×k2×k3×k4 

ただし、k1、k2、k3 及び k4 は各部材ごとの A条件で単車(d＝5m)の値とする。 



(2) 交通の状況および将来の供用期待年数等を考慮して、次の方法により k5 を定める。 

イ W1〜4が 22ｔ以上の場合は k5＝1.0 とする。 

ロ W1〜4が 14ｔ以上 22ｔ未満の場合は、次式により k5 を求める。 

k5＝22／W1〜4 

したがって、この場合、1.0＜k5≦1.57 となる。 

ハ W1〜4が 14ｔ未満の場合であっても次の各号のいずれかに該当する橋梁等であれば、

k5 はロの式により求めるものとする。 

a 現地調査等により 20ｔ標準車(総重量が 20ｔである標準車。以下同じ。)の通行には十

分耐えうると判断される橋梁等 

b 整備(補強または架替え等)の計画が具体化している橋梁等で、その整備が行われるまで

の間は、20ｔ標準車の通行には十分耐えうると判断されるもの 

したがつて、この場合 k5＞1.57 となる。 

ニ W1〜4が 14ｔ未満の場合でハの各号のいずれにも該当しないと判断される橋梁等につ

いては、k5 は次式により、道路管理者が当該橋梁等の構造、交通の実態等を勘案して適当

と認められる値とする。 

1.0≦k5≦22／14＝1.57 

ただし、k5＜20／W1〜4となるときは重量制限を行うこと。 

この場合は、制限荷重は次式のとおりとなる。 

制限荷重＝W1〜4×k5 

(注) 上記(2)のロおよびニの式中分子の 22という数値は、昭和 31年制定示方書 1等橋に

ついて、補正係数 k＝1.0 として標準車が A条件で通行する場合の橋梁等の許可限度重量

(21.8ｔ 22ｔ)を示している。 

 

別紙〔附〕許可限度重量の簡易算定方法 

この算定方法は、「特殊車両通行許可限度算定要領」に示す、許可限度重量の算定方法を

簡略化したものである。 

1 簡易算定方法の適用方法 

(1) 簡易算定方法は、概略の検討を行うとき用いるものとし、通行許可にあたっては、高

速自動車国道及び指定道路(車両制限令第 3条第 1項第 2号イの規定に基づき道路管理者が

指定した道路をいう。以下同じ。)又は設計荷重が TL—20 設計荷重である道路の別に応じ、

この方法による通行条件の区分が A又は Bとなるものについては、その求めた値をそのま

ま用いてよいこと。ただし、重量制限橋梁等(道路法(以下「法」という。)第 47条第 3項

により規制標識を設置して重量の制限をしている橋梁等)を除く。 

(2) 昭和 14年 2 等橋、大正 15 年 2 等橋および 3等橋については、通行条件 Cおよび Dの

場合に限り、設計荷重が TL—20 設計荷重である道路について下記 2(イ)〜(ハ)により求めた

許可限度重量に 0.8 を乗じた値をもつて当該橋梁等の許可限度重量とする。 



(3) 簡易算定方法による通行条件の区分が(1)及び(2)以外のものについては、算定要領に

より算定すること。 

 

2 算定の順序 

(イ) 申請車両の dおよびαを求める。 

ここで、d＝申請車両の最前軸と最後軸との軸間距離 

α＝申請総重量(Wb)を申請軸重の最大値(P)で除した値。 

すなわちα＝Wb／P 

(ロ) (イ)で求めた dおよびαを用いて、図—1から許可限度重量を読みとる。この値が許

可限度重量である。 

(ハ) 重量制限橋梁等(法第 47条第 3項により規制標識を設置して重量の制限をしている

橋梁等)については、次式により当該橋梁等の許可限度重量を求める。 

 

重量制限橋梁等の許可限度重量＝(規制標識の表示重量／20)×(ロ)で求めた許可限度重量 

(注)図—1 の簡易算定図表は、「特殊車両許可限度算定要領」における Kを K＝k1×k2 とし

て高速自動車国道及び指定道路並びに TL—20 設計荷重の道路について部材の各支間ごとの

許可限度量を求め、その最小値を図示したものである。 

 

図—1 許可限度重量の簡易算定図 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 

 



様式Ｂ－１ 

申請等に対する処分の審査基準・標準処理期間 

処 分 名 自動車専用道路との連結・交差の許可 

根拠法令及び条項 道路法第４８条の４第１項 

所管部課（室）係名 豊中市都市基盤部基盤管理課占用係 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関係条項  

基  準 

市が管理している自動車専用道路はない。 

参考事項 
 

設定等年月日 平成 6 年（2004 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

標

準

処

理

期

間 

標準処理期間  総日数 ２０日 （注：休日は含まない） 

内訳 
経由期間     日 （  事務所） 

処分期間     日 （  部  課） 

設定等年月日 平成 6年（2004 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

備考  

 



様式Ｂ－１ 

申請等に対する処分の審査基準・標準処理期間 

処 分 名 区域決定後、権原取得前の形質変更等の許可 

根拠法令及び条項 道路法第９１条第１項 

所管部課（室）係名 豊中市都市基盤部基盤管理課占用係 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関係条項  

基  準 

 道路法第２４条の承認及び第９１条の６項の許可にかかる審査基

準について（平成６年９月３０日道政発第４９号） 

参考事項 
 

設定等年月日 平成 6 年（2004 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

標

準

処

理

期

間 

標準処理期間  総日数 ２０日 （注：休日は含まない） 

内訳 
経由期間     日 （  事務所） 

処分期間     日 （  部  課） 

設定等年月日 平成 6年（2004 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

備考  

 



���������������� ���	
�������
��������	�������������������
�
��������������������������
�

���	
�������
��������	�������������������
�
��������������������������
� ���

��� !"#$%&
'()*%+,-.

/01��23456 7"23489:;<=234 >?@$ABC34/D EFG<4/!HIJK
3LM

 >23NG

OPQRSTUVWXYZR[\UR\]V^_`abcdef`ghi

jk`ghilmnopQqrstu\\v\SwQxRyyz{|}u\~v\w���m��b��`�hl
�QRtU`�hicdef���b�����ihb��l�WX��cdefq�{�q����{YZ�OP
����`��b^_m�Vcdefq�{�q����{̀ ���V� ����V¡l¢£`�hilWXYZ
^_q¤¥�WX¦��h§¨{Vcdef���b`©ªl«k�]�¬­i®¯����h¨
°�l±O²³`´µi¶l¢·¥OP·¸¹qº»OP¼½�¾¿¨{̀ ÀªiÁl�VÂÃÄÅh�h¨

k

�ÆcdefVÇ�`ghi

�WX��cdefq�{�YZ�OP����`��b^_m�Vcdefq�{�¶l\ÈÉ°cdef�ªi
���ÁV¡´b¨
°�l�WX��cdefq�{�`ghi¶lº»VÊËÌl��VÍÎ¦`ÏÐil}ef�Ñ°µ�ef�
��b��¶ÒªÓÔ°hÁV¡´b��¨

�ÆcdefÇ�V©VÕÖ�]

cdefVÇ�`×�µi¶lØVÙ`ÕÖÚb��¨
q�{ÆcdefVÛÜÝ`ghi

cdef¶lWX¦VÞßV°hÁVlà¡´bÁVá¶×âãä|åæç�°hÁV¡´µicdef��
�b��|èé°êë�ìhi¶¡íbî�ÛÜÉ°ef�Úb��¨
°�l���WX¦VÞßV°hÁV¦l×âcdef���b��|èé°êë`´µiÁlïðlãä�
ßVñò`��lcdefVÛÜÝ`ó�ihô��¨

q�{ÆcdefV¼õ`ghi

cdef����êë`¶l�ö÷¦Vãäøù�úû`üÔýô��þãä¹Vÿ�`ÏÐi��Úb°�
`��l¼`ªi�ô��¨

����

WX��cdefq�{

�Æ����ûVWXef

q�{Æ���¶��	
õq�õR�{V����Úb¨
q�{Æ��ûV��¶l�
R������
R����Z`�õR�V�O��jf
YZ
���õ`�b��¨
q�{Æ���÷¶l���ªi��À���`ghi\�÷�ªl��û���Úb��
V´b��¦Ê�V� |´bêëYZÊ`!"V#$%&�V��Úbêë¶lS�



���������������� ���	
�������
��������	�������������������
�
��������������������������
�

���	
�������
��������	�������������������
�
��������������������������
� ���

��� !"#$%&�'#(
)*+,-./0#1�2341��5#$%(

6,789:4;<=>?@A2B4CD(
E,FGHI4>?J@KA2B4CD(
L,MNOP�QRSTU4OPV4;QWXOP�YZ["#\]�^_\[`4a4
Vb_Qc4defgJhKA2B4CD(
i,jk:Qjkl4mno<=789:p4qrofg@A2B4CD(
s,tuv)wxyzA2{4:R4tu"#tuvY|}(+4;<=tuv4~��^
_:R4�&��fg@A2B4CDQWX���tuv4�'5^�4CDY��(
�,MNOU�4CD(
�,p4CD(
�,78���Q�����I<=��4�e���|#CDQWXt���{�.��
&�|%! g�#¡¢Y��(
£,t�¤¥¦Q:R§¨©4ª«Y¬­%"#1�QWX:R®¯°<=±²°&ª«
Y! Q³´°&ª�Y"#Vb_��(

)µ+,¶j~.U·Qc4¸¹ºU4»®"#V�&5#1��5#$%(
)¼+,tu:R%½¾"#Vb_Qtu:R%4¢.¿À%X�ÁA4¢ÂY%#Ã4%
"#(
)Ä+,Å¶ÆÇÈ|.~É&5#Vb._Q:R®¯°4ÊË"#~ÉÌY�e�Í#$
%(
)Î+,Ïno234V�fg¹ºU&mn�"#Ðc�45#Vb_Q�� Y�e"#
Ñ4ÒeY%gÍ#$%(

Ó+,¹ºU4mno%"#^ 49:ÔÕ4 !³´&¶ÖÑ.c4Ö×�Ø°4¹Ö
²U&mn�"#Ã4�Q¹ºU4mn�4ÙÚ&Û�|VbÑ�5�Qt���{�
.��4�|%! g�#Vb_Q)*+4EfgiQ�_Ü²X�|$%&�'#Ã4%"
#(
Ý,ÞSßàQáâÑ4 !ãä

)å+,áæQçæ4èéê<=ë78ìí_Q¿À%X�îï:R4ðñYòóX^}ô
�4õöQìí.÷b�Í#$%(
)Ý+,Å¶ÆÇÈ|4Åj~.ø�Qù�QúûüÑ4~ÉY�e"#Ã4%XQýþQ
õöQìíÑ.�|�_½¾j¡.Ðÿ#��Y��XQ:R®¯°.Ð|��Ë"#
Ã4%"#(WX��4~É&5�QÁ�~É%���®¯{�	b�Vb_$4
�
��|(
)�+,çæ4Vb_Q�
æ):R®¯°&Ë #+YÃ��çæ"#$%(
)*+,çæ.�����4~ÉYß #¬­45#Vb_Q²��¦�.��Y�ô�|
�}�D�8S%��YØ"#õö�%"#$%(
)µ+,ÞSáâ4Vb_Q¶j4áâ8S<=õö&��Q��Ñ.��:R.��Y<
���|õö4Ã4�5#$%(
)¼+,~É&5#V�Ymno%X��²"#Vb_Q:R®¯°4ÊË"#ÌY�e"
#$%(
)Ä+,ÞSáâ<=ßà4Vb.�|�_QR »!4^ U:�fg~�."î"#x
YU:#$%%&%%XQc43~.�|�_:R®¯{��4�|�}¬­�ÒeY
%gÍ#$%(
)Î+,Ïno234V�fg¹ºU&mn�"#Ðc�45#Vb_Q�� Y�e"#
Ñ4ÒeY%gÍ#$%(
)'+,ÞSßà4(�&)�*%�#VbÑQ !é+4èé.��h,t�.��&-
.#Ðc�45#Vb_Q$�Y��"#^ .¬­���è�Y�e"#$%(

�,c4¸4 !é+4 !ãä

>/234 !é+.�|�_Q:Rõö041fQ:R®¯°&c4é+Y2}Vb
434ãäÑ.�#$%(

5Z6å
Ïn78Z



���������������� ���	
�������
��������	�������������������
�
��������������������������
�

���	
�������
��������	�������������������
�
��������������������������
� ���

��� !"#$%&'()&*+,-.&/01234561789+:
;<=>

?@ ./ A? B?

C C D D

E/ F8GH?IJ,-. KLM N

EE/ O$IJ,-.PQRLSTU5V WLM XLM

EEE/ Y?Z[\?IJ,-.PQRLST1]^+_&V àLMWLM
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様式Ｂ－１ 

申請等に対する処分の審査基準・標準処理期間 

処 分 名 道路予定区域における占用許可、占用の変更許可 

根拠法令及び条項 道路法第９１条第２項 

所管部課（室）係名 豊中市都市基盤部基盤管理課占用係 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関係条項  

基  準 

道路法施行令第９条～第１６条 

道路法施行規則第４条の３～第４条の４の７ 

道路占用関係通達集 第２章 占用許可基準 

参考事項 
 

設定等年月日 平成 6 年（2004 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

標

準

処

理

期

間 

標準処理期間  総日数 ２０日 （注：休日は含まない） 

内訳 
経由期間     日 （  事務所） 

処分期間     日 （  部  課） 

設定等年月日 平成 6年（2004 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

備考  

 



様式Ｂ－１ 

申請等に対する処分の審査基準・標準処理期間 

処 分 名 特殊車両の通行認定 

根拠法令及び条項 車両制限令第１２条 

所管部課（室）係名 豊中市都市基盤部基盤管理課占用係 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関係条項  

基  準 

特殊車両通行許可限度算定要領について 

（昭和５３年１２月１日建設省道交発第９９号、道企発第５７号） 

参考事項 
 

設定等年月日 平成 6 年（2004 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

標

準

処

理

期

間 

標準処理期間  総日数 １０日 （注：休日は含まない） 

内訳 
経由期間     日 （  事務所） 

処分期間     日 （  部  課） 

設定等年月日 平成 6年（2004 年）10 月 1 日設定（平成 年 月 日最終変更） 

備考  



特殊車両通行許可限度算定要領 

 

（目次） 

第一章 総則 

1・1 目的 

1・2 適用する道路 

1・3 車両の分類 

1・4 通行条件の区分 

1・5 道路情報便覧の使用 

第二章 許可車両の寸法の算定 

2・1 許可車両の幅の算定 

2・2 許可車両の高さの算定 

2・3 許可車両の長さの算定 

第三章 許可車両の重量の算定 

3・1 用語の定義 

3・2 部材の許可限度重量の算定 

3・3 基本図 

3・4 基本補正係数 

3・5 車体構造を異にする車両の許可限度重量 

3・6 橋梁等の許可限度重量の算定 

3・7 経路の許可限度重量の算定 

別紙(1) 許可車両の長さの算定図表 

別紙(2) 許可限度重量算定図表 

別紙〔附〕 許可限度重量の簡易算定方法 

 

第一章 総則 

 

1・1 目的 

この要領は、道路法(以下「法」という。)第 47条の二第一項の規定に基づき道路管理者が

通行を許可することができる車両(以下「許可車両」という。)の寸法および重量を算定す

ることを目的とする。 

 

1・2 適用する道路 

道路法の道路とする。 

 

1・3 車両の分類 



許可車両の寸法および重量を算定する場合においては、車両の分類は、表—1・1 に定めると

ころによる。 

表—1・1 車両の分類 

分類   例示 

単車   トラック 

トラッククレーン 

建設機械類 

連結車 セミトレーラ 海上コンテナ運送用車両 

一般雑貨運送用車両 

重量物運送用車両 

ポールトレーラ 

  フルトレーラ 一般雑貨運送用車両(ダブルスを含む。) 

 

1・4 通行条件の区分 

許可車両の寸法および重量を算定する場合においては、通行条件の区分は、表—1・2に定め

るところによる。 

表—1・2 通行条件の区分 

区分

記号 

内容   

  重量に関する条件 寸法に関する条件 

A 徐行等の特別の条件を付さない。 徐行等の特別の条件を付さ

ない。 

B 徐行および連行禁止を条件とする。 徐行を条件とする。 

C 徐行、連行禁止および当該車両の前後に誘導車を配置

することを条件とする。 

徐行および当該車両の前後

に誘導車を配置することを

条件とする。 

D 徐行、連行禁止および当該車両の前後に誘導車を配置

し、かつ、二車線内に他車が通行しない状態で当該車

両が通行することを条件とする。 

道路管理者が別途指示する場合は、その条件も附加す

る。 

  

 

(注) 「連行禁止」とは、二台以上の特殊車両が縦列をなして同時に橋、高架の道路等の

同一径間を渡ることを禁止する措置をいう。 

 

1・5 道路情報便覧の使用 



許可車両の寸法および重量を算定するため必要があるときは、この要領のほか、昭和 49年

６月 20 日付け、建設省道交発第 22号道路局長通達により整備された道路情報便覧を使用

すること。 

 

第二章 許可車両の寸法の算定 

 許可車両の寸法は、申請に係る道路の狭小幅員箇所、交差点(屈折部を含む。以下同じ。)、

曲線部、トンネルおよび跨道橋下等の箇所の状況等に応じ、次の方法により算定するもの

とする。 

 

2・1 許可車両の幅の算定 

許可車両の幅は、原則として 3.5ｍ以下とし、かつ、表—2・1に定めるところにより算定し

た値とする。 

 

2・2 許可車両の高さの算定 

許可車両の高さは、原則として 4.3ｍ以下とし、かつ、表—2・1 に定めるところにより算定

した値とする。この場合において、当該値は、当該車両の通行位置における車道面から構

造物、施設等までの高さから 0.2ｍを差し引いたものとする。 

 

2・3 許可車両の長さの算定 

許可車両の長さは、原則として表—2・2に定める値以下とし、かつ、表—2・1 に定めるとこ

ろにより算定した値とする。この場合において、道路管理者は、当該車両について交差点

における通行の可否を別紙(1)の図—1 により、または曲線部における通行の可否を別紙(1)

の図—2 により検討するものとする。 

 

表—2・1 通行条件別許可限度寸法 

通行 

条件 

許可車両の 

幅の限度 

許可車両の 

高さの限度 

許可車両の長さの限度 

分離 

道路 

非分離 

道路 

分離 

道路 

非分離

道路 

曲線部 交差点 

分離道路 非分離道路 

A （車道幅

員）－3.0

ｍ 

｛（車道

幅員） 

－0.5ｍ｝

/2 

車道上のいずれ

の位置において

も通行できる車

両の高さ 

別紙（１）

許可車両の

長さの算定

図表の表-

別紙（１）許

可車両の長さ

の算定図表の

表-１および

― 



１および図

-２による。 

ただし、許

可車両の幅

との相関に

おいて、車

両占有幅が

｛（車道幅

員）-3.0ｍ｝

以下の車両

の長さ 

図-２による。 

ただし、許可

車両の幅との

相関におい

て、車両占有

幅が[｛（車道

幅員）－0.5

ｍ｝/2]以下の

車両の長さ 

B （車道幅

員）－1.0

ｍ 

（車道幅

員）/2 

進行方

向の車

道部の

中央位

置にお

いて通

行でき

る車両

の高さ 

車道の

中央の

左側で

通行で

きる車

両の高

さ 

別紙（１）

許可車両の

長さの算定

図表の表-

１および図

-２による。 

ただし、許

可車両の幅

との相関に

おいて、車

両占有幅が

｛（車道幅

員）-1.0ｍ｝

以下の車両

の長さ 

別紙（１）許

可車両の長さ

の算定図表の

表-１および

図-２による。 

ただし、許可

車両の幅との

相関におい

て、車両占有

幅が｛（車道

幅員）/2｝以

下の車両の長

さ 

別紙（１）

許可車両の

長さの算定

図表の表-1

による。た

だし、交差

点の形状と

図-１を照

合して許可

車両が対向

車線をおか

さず、右折

または左折

できる長さ 

C 車道幅員 車道幅員 道路の中央位置

において通行で

きる車両の高さ 

別紙（１）

許可車両の

長さの算定

図表の表-

１および図

-２による。 

ただし、許

可車両の幅

との相関に

おいて、車

別紙（１）許

可車両の長さ

の算定図表の

表-１および

図-２による。 

ただし、許可

車両の幅との

相関におい

て、車両占有

幅が（車道幅

別紙（１）

許可車両の

長さの算定

図表の表-1

による。た

だし、交差

点の形状と

図-１を照

合して許可

車両が対向



両占有幅が

（車道幅

員）以下の

車両の長さ 

員）以下の車

両の長さ 

車線を占有

すれば、右

折または左

折できる長

さ 

（注）１ 分離道路とは、車線が往復の方向別に物理的に分離され、または白色の実線で

分離されている道路（通常４車線以上の道路）および一方通行の道路をいう。 

２ 非分離道路とは、分離道路以外の道路をいう。 

３ 交差点部の A条件については、車両の寸法の大小に関係なく、無条件で通過すること

は考えることはできないので、空欄とする。 

 

表—2・2 許可車両の長さの限度 

単位：ｍ 

車両の分類   限度 

単車   16.0 

連結車 セミトレーラ 17.0 

  フルトレーラ(ダブルスを除く。) 19.0 

  ダブルス 21.0 

 

第三章 許可車両の重量の算定 

 

許可車両の重量は、申請に係る橋、高架の道路等(以下「橋梁等」という。)について原則

として、3・2、3・5、3・6および 3・7に定める方法により算定する。 

 

3・1 用語の定義 

(1) 許可限度重量(W)：許可車両の総重量をいう。 

(1)の 1 部材の許可限度重量：橋梁等の部材ごとに許可限度重量を求めた値をいう。 

(1)の 2 橋梁等の許可限度重量：一の橋梁等について求めた部材の許可限度重量のうち、

最小値をいう。 

(1)の 3 経路の許可限度重量：申請経路における全ての橋梁等について求めた許可限度重

量の最小値をいう。 

(2) 基本図：橋梁等の主要部材の種類(主げた、横げた、縦げた、および床版)のそれぞれ

について車両の分類ごとに橋梁等の部材に生ずる応力が、昭和三一年制定の鋼道路橋設計

示方書による一等橋の設計活荷重(以下「TL—二〇設計荷重」という。)と等価となる車両の

総重量又は軸重を通行条件の区分別に図示したもので、部材の許可限度重量を求めるため

の基本となるものをいう。 



(3) 基本総重量(W′)：橋梁等の主要部材ごとにそれぞれの代表的支間(主げたにおいては

60ｍのもの、横げたにおいては 6ｍのもの、縦げたにおいては 8ｍのもの、床版においては

4ｍのものをいう。以下同じ。)について生ずる応力が TL—20 設計荷重と等価となる車両の

総重量をいう。 

(4) 基本軸重(Pa)：床版の代表的支間について生ずる応力が TL—20 設計荷重と等価となる

車両の軸重をいう。 

(5) 最遠軸距(d)：車両の最前軸と最後軸との軸間距離(図 3・1)をいう。 

(6) 隣接軸距(da)：最大軸重軸と隣り合う軸との軸間距離(図—3・1)をいう。 

 

図—3・1 最遠軸距(d)および隣接軸距(da) 

 

(7) 軸重配分比(d)：申請総重量(Wb)を当該車両の申請軸重のうち最大の軸重(P)で除した

値をいう。 

(8) 補正係数(K)：部材の許可限度重量を求めるために、基本図から求めた値を補正する

係数をいい、基本補正係数のそれぞれの値を乗じたものをいう。 

(9) 基本補正係数(k1〜k5)：補正係数を求めるための基本となる係数をいう。 

(9)の 1 k1：設計示方書および橋格の相異による設計活荷重に関する補正および支間等の

相異による補正を行うための係数をいう。 

(9)の 2 k2：設計応力度と実応力度の相異による補正を行うための係数をいう。 

(9)の 3 k3：路面の凹凸等の状況による補正を行うための係数をいう。 

(9)の 4 k4：部材の腐食、損傷等の程度および断面の過不足等による補正を行うための係

数をいう。 

(9)の 5 k5：交通状況および将来の供用期待年数等による補正を行うための係数をいう。 

 

3・2 部材の許可限度重量の算定 

部材の許可限度重量は、部材ごとに次の方法により算定する。 

(1) 主げた、横げたおよび縦げた 

W＝W′×K 

(この式において、W，W′および Kは、それぞれ次の数値を表わすものとする。 



W＝主げた、横げたおよび縦げたのそれぞれの許可限度重量 

W′＝基本図 Iから求めた基本総重量 

K＝次式により求めた補正係数 

K＝k1×k2×k3×k4×k5) 

(2) 床版 

W＝W′×K＝Pa×α×K 

(この式において W，W′，Pa，αおよび Kはそれぞれ次の数値を表わすものとする。 

W＝床版の許可限度重量 

W′＝Pa×α 

Pa＝基本図 IIから求めた基本軸重 

α＝申請車両の総重量／申請車両の申請軸重の最大値＝Wb／P 

K＝k1×k2×k3×k4×k5) 

 

3・3 基本図 

基本図は、別紙(2)に示すものとし、その種類は表—3・1に示すものとする。 

表—3・1 基本図の種類 

基本図番号 車両の分類 部材 求める値 変数 

I—1 単車 主げた 

横げた 

縦げた 

W′ d 

I—2 セミトレーラ 主げた 

横げた 

縦げた 

W′ d 

I—3 フルトレーラ 主げた 

横げた 

縦げた 

W′ d 

II—1 全車両 床版 Pa da 

 

3・4 基本補正係数 

基本補正係数は、別紙(2)に示すものとし、その種類は表—3・2 に示すものとする。 

表—3・2 基本補正係数の種類 

基本補正

係数 

補正内容 適用部材 基本補正係数表

番号 

k1 (設計荷重に関する補正)×(支間等に関する補

正) 

主げた 

横げた・縦

げた 

表—1、表—2 

表—3、表—4 

表—5、表—6 



床板 

k2 応力度に関する補正 全部材 表—7(注) 

k3 路面状況に関する補正 全部材 表—8 

k4 橋梁の腐食・損傷等の程度等による断面の過不

足等に関する補正 

全部材 — 

k5 交通状況および将来の供用期待年数等に関す

る補正 

全部材 — 

 

3・5 車体構造を異にする車両の許可限度重量 

3・5・1 車体幅を異にする車両 

自動車の幅(以下「車体幅」という。)が、2.50ｍをこえる車両の主げたの許可限度重量は、

通行条件 Dの場合に限り 3・2に定めるところにより求めた許可限度重量に表—3・3 の係数

βを乗じた値とする。ただし、横げた、縦げたおよび床版の許可限度重量は、車体幅に関

係なく三・二に定めるところにより求めた値とする。 

図—3・2 G のとり方 

 

表—3・3 係数βの値 

最大軸重をもつ軸の最外輪中心間距離(G) βの値 

2.00ｍ以下 1.00 

2.01ｍ～2.25ｍ 1.05 

2.26ｍ～2.50ｍ 1.10 

2.51ｍ～2.75ｍ 1.15 

2.76ｍ～3.00ｍ 1.20 

 

3・5・2 トリプル軸を有する車両 

トリプル軸を有する車両の床版の許可限度重量は、次の式により算定する。 

W＝Pa×0.7×α×K 



Pa は基本図 IIにより求めた値とする。 

 

図—3・3 トリプル軸を有する車両 

 

3・6 橋梁等の許可限度重量の算定 

一の橋梁等の許可限度重量は、3・2および 3・5に定めるところにより当該橋梁等について

求めた部材の許可限度重量中の最小値とする。 

 

3・7 経路の許可限度重量の算定 

申請に係る経路の許可限度重量は、図—3・4に示す順序により求める。 

図—3・4 経路許可限度重量の算定順序 



 

別紙(1) 許可車両の長さの算定図表 

 

表—1 車両寸法による分類 

 

単位：m 



分類 I II III IV 

  1 2 3 1 2 3     

車両幅 2.50 3.00 3.50 2.50 3.00 3.50 2.50 通行

不可 

トラック l≦16.0 l≦15.0 l≦14.0 l≦12.0 l≦11.0 l≦10.0 l≦10.0   

トラックク

レーン 

l≦16.0 l≦15.0 l≦14.0 l≦13.0 l≦12.0 l≦11.0 l≦11.0 〃 

セミトレー

ラ 

l≦17.0 l≦16.0 l≦15.0 l≦14.0 l≦13.0 l≦12.0 l≦12.0 〃 

フルトレー

ラ 

l≦19.0 — — l≦16.0 — — l≦14.0 〃 

ダブルス l≦21.0 — — l≦18.0 — — — 〃 

 

(注)１ 車両幅が上記分類の車両幅(2.50，3.00，3.50)と異なるときは、当該車両長は、

補間により求めた長さとする。(次の例示参照) 

 ２ l とは車両の長さをいう。 



 

(注) 

１ 図面の矢線の番号 1)〜3)の順序により、車両長さを見出す。 

２ 車両の分類 I、II とも 2.75 未満を 1、2.75〜3.25 未満を 2、3.25 以上を 3とする。 

図—1 交差点における車両寸法による分類別軌跡図 

縮尺：1／500 



車両分類：I 

 

車両分類：II 

 

車両分類：III 



 

図—2 道路の曲線部における車両占有幅 

 

 

別紙(2) 

許可限度重量算定図表 

A 基本図 

車両の分類   例示 使用する基本図   

      主げた・横げた・縦げ

た 

末版 



単車   トラツク 

トラツククレーン車 

建設機械類 

I—1 II—1 

連結車 セミトレー

ラ 

海上コンテナ運送用車両 

一般雑貨運送用車両 

重量物運送用車両 

ポールトレーラ 

I—2 II—1 

  フルトレー

ラ 

一般雑貨運送用車両(ダブルスを

含む) 

I—3 II—1 

 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 

(注) 

１ 隣接軸距が 1.5m 以下の場合は、前頁の図から基本軸重を求める。 

２ 片持版に対しては Dを使用してはならない。 

 

B 基本補正係数表 

 

基本補正係数 

適用部材   適用車両 



k1 主げた   表—1(単車) 

表—2(連結車) 

  横げた   表—3(全車両) 

  縦げた   表—4(〃) 

  床版 単純・連続版 表—5(〃) 

    片持版 表—6(〃) 

k2 全部材   表—7、(注)(〃) 

k3 全部材   表—8(〃) 

k4 全部材   (全車両) 

k5 全部材   (全車両) 

 

表-１ k1(主げた)〔単車に適用〕 

通

行 

条

件 

主

げ

た

支

間 

l(m

) 

d≦6.5ｍ d＞6.5ｍ 

S48 S31 S14 

  

T15 S48 S31 S14 T15 

1 2 1 2 1 2 3 1 2 1 2 1 2 3 

A 

・ 

B 

l＜

20 

1.1

2  

1.0

0 

0.7

0 

0.7

8 

0.5

8 

0.7

1 

0.5

6 

0.5

0 

1.2

8 

1.1

5 

0.8

1 

0.9

0 

0.6

7 

0.8

2 

0.6

4 

0.5

8 

20≦

l＜

30 

1.2

1 

1.0

0 

0.7

0 

0.8

5 

0.6

6 

0.8

8 

0.7

1 

0.6

7 

1.2

3 

1.0

2 

0.7

1 

0.8

7 

0.6

7 

0.9

0 

0.7

2 

0.6

8 

30≦

l＜

40 

1.2

5 

1.0

0 

0.7

0 

0.9

2 

0.7

2 

0.9

7 

0.7

9 

0.7

6 

1.2

7 

1.0

1 

0.7

1 

0.9

3 

0.7

3 

0.9

8 

0.8

0 

0.7

7 

40≦

l＜

60 

1.2

6 

1.0

0 

0.7

0 

0.9

6 

0.7

6 

1.0

3 

0.8

5 

0.8

1 

1.2

6 

1.0

0 

0.7

0 

0.9

6 

0.7

6 

1.0

3 

0.8

5 

0.8

1 

50≦

l＜

50 

1.2

5 

1.0

0 

0.7

0 

0.9

9 

0.7

8 

1.0

7 

0.8

7 

0.8

4 

1.2

5 

1.0

0 

0.7

0 

0.9

9 

0.7

8 

1.0

7 

0.8

7 

0.8

4 

ｌ≧

60 

1.2

4 

1.0

0 

0.7

0 

1.0

0 

0.7

9 

1.0

7 

0.8

7 

0.8

4 

1.2

4 

1.0

0 

0.7

0 

1.0

0 

0.7

9 

1.0

7 

0.8

7 

0.8

4 

C l＜ 0.6 0.6 0.4 0.4 0.3 0.4 0.3 0.3 0.8 0.7 0.5 0.6 0.4 0.5 0.4 0.4



・ 

D 

20 9 2 3 8 6 4 5 2 5 9 6 2 6 6 4 0 

20≦

l＜

30 

0.8

1 

0.6

7 

0.4

7 

0.5

7 

0.4

4 

0.5

9 

0.4

7 

0.4

5 

0.9

1 

0.7

5 

0.5

3 

0.6

4 

0.4

9 

0.6

6 

0.5

4 

0.5

0 

30≦

l＜

40 

0.9

6 

0.7

7 

0.5

4 

0.7

0 

0.5

5 

0.7

4 

0.6

0 

0.5

8 

1.0

1 

0.8

0 

0.5

6 

0.7

4 

0.5

8 

0.7

9 

0.6

3 

0.6

1 

40≦

l＜

50 

1.0

8 

0.8

6 

0.6

1 

0.8

3 

0.6

6 

0.8

9 

0.7

3 

0.7

0 

1.1

1 

0.8

8 

0.6

2 

0.8

5 

0.6

7 

0.9

1 

0.7

5 

0.7

1 

50≦

l＜

60 

1.1

9 

0.9

5 

0.6

7 

0.9

4 

0.7

4 

1.0

2 

0.8

3 

0.8

0 

1.1

9 

0.9

5 

0.6

7 

0.9

4 

0.7

4 

1.0

2 

0.8

3 

0.8

0 

ｌ≧

60 

1.2

4 

1.0

0 

0.7

0 

1.0

0 

0.7

9 

1.0

7 

0.8

7 

0.8

4 

1.2

4 

1.0

0 

0.7

0 

1.0

0 

0.7

9 

1.0

7 

0.8

7 

0.8

4 

（注） 

１ 軸数 3以下の単車については、d≦6.5ｍの欄の基本補正係数を用いる。 

２ 上表中 S48 とは、「特定の路線にかかる橋、高架の道路等の技術基準について」（昭

和 48年 4月 25 日、建設省都市局長、道路局長通達によるいわゆる TT-43 をいう。（以下、

表 2～8において同じ） 

３ 上表中 S31、S14、T15 とはそれぞれ昭和 31年、昭和 14年、大正 15年制定の道路橋設

計示方書をいう。（以下、表 2～8において同じ） 

４ 上表 1,2,3 とはそれぞれ 1等橋、2等橋、3等橋をいう。（以下、表 2～8において同

じ） 

 

表-2  k1(主げた)〔連結者に適用〕 

通

行 

条

件 

主

げ

た

支

間 

l(m

) 

d≦15ｍ d＞15ｍ 

S48 S31 S14 

  

T15 S48 S31 S14 T15 

1 2 1 2 1 2 3 1 2 1 2 1 2 3 

A 

・ 

B 

l＜

20 

1.4

3  

1.2

8 

0.9

0 

1.0

0 

0.7

4 

0.9

1 

0.7

2 

0.6

4 

1.6

7 

1.5

0 

1.0

5 

1.1

7 

0.8

7 

1.0

7 

0.8

4 

0.7

5 

20≦ 1.3 1.1 0.7 0.9 0.7 0.9 0.8 0.7 1.4 1.1 0.8 1.0 0.7 1.0 0.8 0.7



l＜

30 

6 3 9 6 5 9 0 6 2 8 3 0 8 4 4 9 

30≦

l＜

40 

1.3

3 

1.0

6 

0.7

4 

0.9

8 

0.7

6 

1.0

3 

0.8

4 

0.8

1 

1.3

6 

1.0

8 

0.7

6 

0.9

9 

0.7

8 

1.0

5 

0.8

5 

0.8

2 

40≦

l＜

50 

1.3

0 

1.0

3 

0.7

2 

0.9

9 

0.7

8 

1.0

6 

0.8

8 

0.8

3 

1.3

0 

1.0

3 

0.7

2 

0.9

9 

0.7

8 

1.0

6 

0.8

8 

0.8

3 

50≦

l＜

60 

1.2

6 

1.0

1 

0.7

1 

1.0

0 

0.7

9 

1.0

8 

0.8

8 

0.8

5 

1.2

6 

1.0

1 

0.7

1 

1.0

0 

0.7

9 

1.0

8 

0.8

8 

0.8

5 

ｌ≧

60 

1.2

4 

1.0

0 

0.7

0 

1.0

0 

0.7

9 

1.0

7 

0.8

7 

0.8

4 

1.2

4 

1.0

0 

0.7

0 

1.0

0 

0.7

9 

1.0

7 

0.8

7 

0.8

4 

C 

・ 

D 

l＜

20 

0.9

7 

0.8

7 

0.6

1 

0.6

8 

0.5

0 

0.6

2 

0.4

8 

0.4

4 

1.2

3 

1.1

0 

0.7

8 

0.8

6 

0.6

4 

0.7

9 

0.6

2 

0.5

6 

20≦

l＜

30 

1.0

1 

0.8

3 

0.5

9 

0.7

1 

0.5

5 

0.7

3 

0.6

0 

0.5

6 

1.0

7 

0.8

9 

0.6

2 

0.7

5 

0.5

9 

0.7

8 

0.6

3 

0.6

0 

30≦

l＜

40 

1.0

5 

0.8

4 

0.5

8 

0.7

7 

0.6

0 

0.8

2 

0.6

6 

0.6

3 

1.1

0 

0.8

4 

0.6

1 

0.8

1 

0.6

3 

0.8

5 

0.6

9 

0.6

6 

40≦

l＜

50 

1.1

2 

0.8

9 

0.6

3 

0.8

5 

0.6

8 

0.9

2 

0.7

6 

0.7

2 

1.1

3 

0.9

0 

0.6

3 

0.8

6 

0.6

9 

0.9

3 

0.7

7 

0.7

3 

50≦

l＜

60 

1.2

0 

0.9

6 

0.6

7 

0.9

5 

0.7

5 

1.0

3 

0.8

4 

0.8

1 

1.2

0 

0.9

6 

0.6

7 

0.9

5 

0.7

5 

1.0

3 

0.8

4 

0.8

1 

ｌ≧

60 

1.2

4 

1.0

0 

0.7

0 

1.0

0 

0.7

9 

1.0

7 

0.8

7 

0.8

4 

1.2

4 

1.0

0 

0.7

0 

1.0

0 

0.7

9 

1.0

7 

0.8

7 

0.8

4 

 

表-3  k1(横げた)〔全車両、全通行条件（A～D）に適用〕 

通

行 

条

件 

横

げ

た

支

間 

横

げ

た

間

隔

d≦15ｍ d＞15ｍ 

S48 S31 S14 

  

T15 S48 S31 S14 T15 

1 2 1 2 1 2 3 1 2 1 2 1 2 3 



l(m

) 

λ

(m

) 

A 

～ 

D 

l＜

20 

λ

≦

4 

1.0

0 

1.0

0 

0.7

0 

0.6

5 

0.4

6 

0.5

5 

0.3

8 

0.3

0 

1.4

0 

1.4

0 

0.9

8 

0.9

1 

0.6

4 

0.7

7 

0.5

2 

0.4

2 

4

＜

λ

≦

8 

1.2

1 

0.6

5 

0.4

7 

0.5

9 

0.4

0 

0.3

2 

1.2

1 

1.0

0 

0.7

0 

0.6

5 

0.4

7 

0.5

9 

0.4

0 

0.3

2 

8

＜

λ

≦

12 

1.3

6 

0.6

7 

0.4

8 

0.6

0 

0.4

0 

0.3

2 

1.2

2 

0.9

0 

0.6

3 

0.6

0 

0.4

3 

0.5

4 

0.3

6 

0.2

9 

12

＜

ｌ

≦

24 

λ

≦

4 

1.0

0 

1.0

0 

0.7

0 

0.6

5 

0.4

6 

0.4

7 

0.3

3 

0.2

5 

1.4

0 

1.4

0 

0.9

8 

0.9

1 

0.6

4 

0.6

6 

0.4

6 

0.3

5 

4

＜

λ

≦

8 

1.2

1 

0.6

5 

0.4

7 

0.5

0 

0.3

3 

0.2

7 

1.2

1 

1.0

0 

0.7

0 

0.6

5 

0.4

7 

0.5

0 

0.3

3 

0.2

7 

8

＜

λ

≦

12 

1.3

6 

0.6

7 

0.4

8 

0.5

2 

0.3

4 

0.2

8 

1.2

2 

0.9

0 

0.6

3 

0.6

0 

0.4

3 

0.4

7 

0.3

1 

0.2

5 

 

表-4  k1(縦げた)〔全車両、全通行条件（A～D）に適用〕 

通

行 

条

件 

縦

げ

た

支

間 

d≦6ｍ d＞6ｍ 

S48 S31 S14 

  

T15 S48 S31 S14 T15 

1 2 1 2 1 2 3 1 2 1 2 1 2 3 



l(m

) 

A 

～ 

D 

l＜4 1.0

0 

1.0

0 

0.7

0 

0.6

5 

0.4

5 

0.5

5 

0.3

6 

0.2

7 

1.2

5 

1.2

5 

0.8

8 

0.8

1 

0.5

6 

0.6

9 

0.4

5 

0.3

4 

4＜

λ≦

8 

1.1

1 

1.1

1 

1.0

0 

0.7

0 

0.6

5 

0.4

5 

0.5

5 

0.3

6 

0.2

7 

8＜

λ≦

12 

1.2

1 

1.0

9 

0.9

0 

0.6

3 

0.5

9 

0.4

1 

0.5

0 

0.3

2 

0.2

4 

 

表—5 k1(床版—単純版・連続版)〔全車両に適用〕 

通行条件 床版の支間 

l(m) 

S48 S31 S14 T15 

1 2 1 2 1 2 3 

A・B・C l＜2 1.84 1.84 1.29 1.12 0.77 0.90 0.61 0.46 

  2≦l≦4 1.27 1.18 0.83 0.91 0.63 0.74 0.50 0.38 

D l＜2 1.32 1.32 0.92 0.81 0.55 0.65 0.44 0.33 

  2≦l≦4 1.19 1.10 0.77 0.85 0.58 0.69 0.46 0.35 

 

表—6 k1(床版—片持版)〔全車両に適用〕 

通行条件 床版の支間 

l(m) 

S48 S31 S14 T15 

1 2 1 2 1 2 3 

A・B・C l＜1 1.50 1.50 1.05 1.17 0.81 0.95 0.63 0.48 

  1≦l≦2 1.12 1.12 0.78 1.05 0.73 0.86 0.57 0.43 

 

表—7 k2(横げた、縦げた)〔全車両に適用〕 

通行条件 S48 S31 S14 T15 

1 2 1 2 1 2 3 

A・B 1.0 1.0 1.0 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 

C・D 1.3 1.3 1.3 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 

 

(注) 

１ k2 は応力度に関する補正係数で、横げた及び縦げたについては、鉄筋コンクリート床

版との合成効果等により実際には応力度の余裕があることを考慮して、計算により得られ

た耐荷力に上表の係数で示される割増しを行うものである。しかし、このような耐荷力の

割増しは鉄筋コンクリート床版が比較的健全でかつ縦げた、横げたに十分密着した状態に



保たれていてはじめて考慮しうるものであるから、床版がかなりいたんでいたり、横げた

と縦げたとの接触部がゆるんでいたりして、床版と床組との合成作用が十分期待できない

ような状態にあるときには、上表の係数をそのままとることはできない。このような場合

には、床版及び床組の状態に応じて上表の値より小さい係数を適宜設定して用いるものと

する。プレキヤスト版を並べ、床組部材にボルトで固定した床版形式等、構造的に床版と

床組との合成作用が期待できないような場合も、同様な扱とする。 

２ 主げた、床版及び S31、S48 の示方書等による橋梁で通行条件 A、Bの場合の横げた、

縦げたの基本補正係数(k2)は、原則として 1.0 とするが、実応力度の計測等により実応力

度に対し設計応力度に余裕が認められる場合には、道路管理者の判断により基本補正係数

を定めることができる。 

 

表—8 k3(全部材)〔全車両に適用〕 

路面の状況 k3 

正常 1.0 

舗装に多少の凹凸がある場合 0.9 

舗装の破壊が著しい場合 0.8 

(注) 一の橋梁等について路面状況に応じて選定した k3 の値は、当該橋梁等のすべての部

材に適用するものとする。 

 

k4(全部材)〔全車両に適用〕 

k4 は、各部材ごとに部材の腐食、損傷等の程度、設計計算上必要な断面に対する実際の有

効断面との比、橋体の動的挙動および k5 等を考慮して道路管理者が定める。 

 

k5(全部材)〔全車両に適用〕 

k5 は、交通状況および将来の供用期待年数等を考慮して次の方法により定める。 

(1) k5 を定めるための判断の基準となる数値は、あらかじめ次の計算により求める。 

3.2(部材の許可限度重量の算定)により標準車(車両の分類は、単車、d＝5ｍ、da＝1.2ｍ、

α＝2.5 の車両をいう。このサイズの車両は、一般の大型トラックである。)が A条件で通

行する場合において k5＝1.0 として橋梁等の許可限度重量を求める。この値を W1〜4とす

る。 

したがつて、W1〜4は、次の各部材ごとの標準車の許可限度重量 Wの最小値となる。 

イ 主げた W＝23.3×k1×k2×k3×k4 

ロ 横げた W＝21.8×k1×k2×k3×k4 

ハ 縦げた W＝22.9×k1×k2×k3×k4 

ニ 床版 W＝24.0×k1×k2×k3×k4 

ただし、k1、k2、k3 及び k4 は各部材ごとの A条件で単車(d＝5m)の値とする。 



(2) 交通の状況および将来の供用期待年数等を考慮して、次の方法により k5 を定める。 

イ W1〜4が 22ｔ以上の場合は k5＝1.0 とする。 

ロ W1〜4が 14ｔ以上 22ｔ未満の場合は、次式により k5 を求める。 

k5＝22／W1〜4 

したがって、この場合、1.0＜k5≦1.57 となる。 

ハ W1〜4が 14ｔ未満の場合であっても次の各号のいずれかに該当する橋梁等であれば、

k5 はロの式により求めるものとする。 

a 現地調査等により 20ｔ標準車(総重量が 20ｔである標準車。以下同じ。)の通行には十

分耐えうると判断される橋梁等 

b 整備(補強または架替え等)の計画が具体化している橋梁等で、その整備が行われるまで

の間は、20ｔ標準車の通行には十分耐えうると判断されるもの 

したがつて、この場合 k5＞1.57 となる。 

ニ W1〜4が 14ｔ未満の場合でハの各号のいずれにも該当しないと判断される橋梁等につ

いては、k5 は次式により、道路管理者が当該橋梁等の構造、交通の実態等を勘案して適当

と認められる値とする。 

1.0≦k5≦22／14＝1.57 

ただし、k5＜20／W1〜4となるときは重量制限を行うこと。 

この場合は、制限荷重は次式のとおりとなる。 

制限荷重＝W1〜4×k5 

(注) 上記(2)のロおよびニの式中分子の 22という数値は、昭和 31年制定示方書 1等橋に

ついて、補正係数 k＝1.0 として標準車が A条件で通行する場合の橋梁等の許可限度重量

(21.8ｔ 22ｔ)を示している。 

 

別紙〔附〕許可限度重量の簡易算定方法 

この算定方法は、「特殊車両通行許可限度算定要領」に示す、許可限度重量の算定方法を

簡略化したものである。 

1 簡易算定方法の適用方法 

(1) 簡易算定方法は、概略の検討を行うとき用いるものとし、通行許可にあたっては、高

速自動車国道及び指定道路(車両制限令第 3条第 1項第 2号イの規定に基づき道路管理者が

指定した道路をいう。以下同じ。)又は設計荷重が TL—20 設計荷重である道路の別に応じ、

この方法による通行条件の区分が A又は Bとなるものについては、その求めた値をそのま

ま用いてよいこと。ただし、重量制限橋梁等(道路法(以下「法」という。)第 47条第 3項

により規制標識を設置して重量の制限をしている橋梁等)を除く。 

(2) 昭和 14年 2 等橋、大正 15 年 2 等橋および 3等橋については、通行条件 Cおよび Dの

場合に限り、設計荷重が TL—20 設計荷重である道路について下記 2(イ)〜(ハ)により求めた

許可限度重量に 0.8 を乗じた値をもつて当該橋梁等の許可限度重量とする。 



(3) 簡易算定方法による通行条件の区分が(1)及び(2)以外のものについては、算定要領に

より算定すること。 

 

2 算定の順序 

(イ) 申請車両の dおよびαを求める。 

ここで、d＝申請車両の最前軸と最後軸との軸間距離 

α＝申請総重量(Wb)を申請軸重の最大値(P)で除した値。 

すなわちα＝Wb／P 

(ロ) (イ)で求めた dおよびαを用いて、図—1から許可限度重量を読みとる。この値が許

可限度重量である。 

(ハ) 重量制限橋梁等(法第 47条第 3項により規制標識を設置して重量の制限をしている

橋梁等)については、次式により当該橋梁等の許可限度重量を求める。 

 

重量制限橋梁等の許可限度重量＝(規制標識の表示重量／20)×(ロ)で求めた許可限度重量 

(注)図—1 の簡易算定図表は、「特殊車両許可限度算定要領」における Kを K＝k1×k2 とし

て高速自動車国道及び指定道路並びに TL—20 設計荷重の道路について部材の各支間ごとの

許可限度量を求め、その最小値を図示したものである。 

 

図—1 許可限度重量の簡易算定図 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 

 



様式Ｂ－１ 

申請等に対する処分の審査基準・標準処理期間 

 

処 分 名 行政財産の使用許可 

根拠法令及び条項 地方自治法第２３８条の４第７項 

所管部課（室）係名 豊中市都市基盤部基盤管理課占用係 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関係条項  

基  準 

「行政財産の目的外使用に係る基準」の３の定めに順ずる。 

（詳細は同基準を参照） 

参考事項 
 

設定等年月日 平成 24 年 11 月設定（平成 26 年 1 月最終変更） 

標

準

処

理

期

間 

標準処理期間  総日数   日 （注：休日は含まない） 

内訳 
経由期間     日 （  事務所） 

処分期間     日 （  部  課） 

設定等年月日 平成 24 年 11 月設定（平成 26 年 1 月最終変更） 

備考  



 

   

 

 

 

 

 

 

 

行政財産の使用許可に係る基準 
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９．実施時期 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･･－17－ 

10．その他 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･･－18－ 

様式 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･･－19－ 
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１．行政財産の使用許可の現状・課題 

 

 行政財産の使用許可とは、地方公共団体の公共または公共用に供されている施設を、

その本来の用途または目的を妨げない限度で許可を受けて使用することをいいます。 

行政財産については施設の設置目的や管理形態に違いがあるなど多種多様です。 

その使用許可の事務については、全庁的に執行されていますが、使用許可の根拠とな

る条例、規則等において、使用料の算定基準や減免基準が具体的に示されていないため、

各部局において案件ごとに個別に判断し事務処理が進められています。 

このことは事務処理をするうえにおいて非効率を招くおそれがあるだけでなく、なに

よりも、公有財産の管理・活用の適正化、受益者負担の明確化による公平性・公正性の

確保を図る観点から、厳正な処理が求められます。 

 

○現状・課題 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－１．行政財産とは 

 地方公共団体が所有する不動産、動産などの財産を公有財産といい、「行政財産」と

「普通財産」に分類されます。「行政財産」は、地方公共団体が事務や事業を執行する

ために直接利用することを目的とする「公用財産」と、市民の共同利用を目的とする「公

共用財産」に分けられます。「普通財産」は、行政財産以外の公有財産をいい、行政財

産と異なり特定の行政目的に直ちに用いられるものではありません。 

 

 

 

 

 

 

行政財産の用途又は目的とは別に例外的に行政処分により使用を許可するもの 

※借地借家法の適用外 

 

施設効用の向上・効率的利用 

■ 使用料の算定基準や減免基準が不明確 

■ 各部局において案件ごとに判断し設定 

市としての統一的な考え方の必要性 

 

 

 

使用許可の意義 

現状 

課題 
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【財産の分類】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－２．使用許可とは 

行政財産は、本来の用途又は目的を妨げない限り、行政財産の効用を高めることや効

率的利用の観点から、例外的に行政上の許可処分として使用させることが認められてい

ます。 

 

【使用許可にかかる法的根拠】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用許可の根拠 使用料徴収の根拠 使用料減免の根拠 

地方自治法 

第 238 条の 4第 7 項 

 

地方自治法 

第 225 条 

財産条例 

第 8条 

財務規則 

第 122 条第 1項 

財産条例 

第 9条 

●地方自治法第 238 条の 4第 7項 

行政財産は、その用途又は目的を妨げない限度においてその使用を許可することが

できる。 

●地方自治法第 225 条 

普通地方公共団体は、第 238 条の４第 7項の規定による許可を受けてする行政財産

の使用又は公の施設の利用につき使用料を徴収することができる。 

 

財産 

 

公有財産 

 

行政財産 

 

普通財産 

 

公用財産 

 

公共用財産 

 

物品 

 

債権 

 

基金 
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１－３．使用許可と貸付けの考え方について 

平成１８年の地方自治法改正において、行政財産について民間の円滑な利用を推進す

るため貸付対象が拡大されましたが、これは、行政財産の有効活用を推進することが、

ひいては財政収入の確保に資するとの基本的な考えに基づき行われたものです。（「行

政財産を使用収益させる場合の取扱いの基準について」昭和３３年１月７日蔵管第１

号）本市においても、行政財産の貸付けについては国と同様の考え方を採用しています。

つまり、行政財産の使用等をさせる手法としては行政処分である使用許可を基本としつ

つ、利用者に長期安定的な利用を認めることにより、歳入確保の効果が見込めると思わ

れる一定の場合については、貸付を行うことも可能としています。 

具体的な貸付の対象としては、当面は使う予定がない（事業に着手しない）道路や施

設などの用地を想定していますが、場合によっては施設の一部の貸付を行うケースもあ

り得るものと考えられます。 

なお、 建物の所有を目的として土地を使用させる場合、又は独立した施設若しくは

分離独立させることができる施設の全部又は大部分を使用させる場合においては、その

使用の態様により、行政財産ではなく普通財産として処理することを適当と認める状態

に至ることが予想されるので、その取扱いにあたっては、特に慎重を期す必要がありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●財産条例第 8条 

 行政財産をその用途又は目的を妨げない限度において使用を許可する場合は，そ

の財産の評価額，維持修繕に要する費用，その施設の火災保険料等を考慮し，かつ，

収益性若しくは立地の条件その他の事情を考慮して市長又は教育委員会（以下次条

において「財産管理者」という。）が定める使用料を徴収する。 

●財産条例第 9条 

 前条第 1 項の規定に基づき使用料を徴収する場合において，財産管理者が特に必

要と認めるときは，使用料を減免することができる。 

●財務規則第 122 条第 1項 

 P5 参照 
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１－４．使用許可事務の手続き 

【使用許可事務の流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用許可にかかる事務は、行政財産の使用許可を受けようとする者からの許可申込を

受け、申込内容を確認し、許可することができるか検討を行ったうえで、許可できる内

容であれば使用料の算定を行います。 

この際、許可申込と合わせて減免申込がある場合は、減免できるかどうかの検討を行

います。 

さらには、光熱水費などの実費負担についての確認を行い、最終的に使用許可を行う

こととなります。 

 

２．使用許可事務に係る基本的な考え方 

 

 

 

 

公有財産の管理・活用の適正化、受益者負担の明確化による公平性・公正性の確保、

事務の効率化を図る観点から、使用許可の範囲、使用料の算定および減免等、許可の期

間の基準等を定めるものとします。 

 

① 公有財産の管理・活用の適正化 

使用許可の具体的な基準、使用料の積算根拠を明確にした算定方式、減免できる具体

① 許 可 申 込 

② 申 込 内 容 の 確 認 

③ 使 用 料 算 定 

④ 使 用 料 減 免 

⑤ 水道光熱費等の実費負担 

⑥ 許    可 

使用許可申込の受付 

(現在、許可中の使用許可内容と同内容で継続申込する場合に限り、 

電子申込システムにて申込可能) 

許可使用できる範囲に該当するかどうかの検討 

 

使用料の算定 

 

減免申込がある場合、減免基準に該当するかどうかの検討 

実費負担の算定及び負担の確認 

使用許可書の交付(使用期間の前日までに交付) 

■ 公有財産の管理・活用の適正化 

■ 受益者負担の明確化による公平性・公正性の確保 

■ 事務の効率化 
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的な基準など統一的なルールを定め透明性を確保するとともに、公有財産の適正な管

理・活用を進めます。 

 

② 受益者負担の明確化による公平性・公正性の確保 

使用料の減免を行う場合、当該減免相当額については市民全体での負担ということに

なります。このため、行政財産の使用許可申込みを行う者（以下「使用者」という。）

とそうでない者との負担の公平化を図るため、受益者負担を原則として使用料の算定お

よび減免の運用を行います。 

 

③ 事務の効率化 

使用許可事務にかかる統一的な考え方を定めることにより円滑かつ適正に事務処理

を進めます。 

 

なお、本基準等は財産条例に基づく行政財産の使用許可に係る事務に適用するものと

し、道路法、河川法、都市公園法等他の関係法令等に基づく占用、法令に定めがあるも

の、あるいは国等において使用料算定の考え方が示されているものに係る事務は対象外

とします。 

 

 

 

 

 

３．使用許可の範囲 

 

 

３－１．使用許可基準 

行政財産の使用については、財務規則第 122 条第 1項において、次に掲げる場合に限

り、行政財産の使用を許可することができるものとされています。 

【財務規則に定める使用許可できる範囲】 

 

 

 

 

 

 

 

このなかで、第 4号に「特にその必要がある」という規定があり、主管部課長に一定 

(1) 当該行政財産を利用する者のために食堂，売店その他の厚生施設を設置するとき。 

(2) 学術調査，研究，体育活動，行政施策の普及，その他の公益目的のために講演会，

研究会，運動会等の用に短期間供するとき。 

(3) 災害，その他の緊急やむを得ない事態の発生により応急施設として短期間その用

に供するとき。 

(4) 前 3号に掲げるもののほか，主管部課長が特にその必要があると認めるとき。 

 

■ 使用許可できる範囲及び使用許可の対象外の明確化 

■自動販売機の設置にかかる考え方については、「市有財産における清涼飲料自動販

売機の設置に係る基本的な考え方について」によるものとします。 
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の裁量が認められていますが、使用許可はあくまで例外的な取扱いという原則を踏まえ、

やむを得ないものに限定します。 

一方で、施設内に職員の通勤自動車や関係団体の活動用自動車など公用車以外の自動

車の駐車を認めるときや、施設の特性や地域性などから施設ごと・案件ごとに個別に判

断をしていく必要性もあるため、裁量の余地を除外し、使用許可の範囲を限定列挙する

だけでは、施設の効用を高めたり、施設の有効活用を進めたりすることができません。 

このため、ここでは、「特にその必要がある」と認められる事例を例示するものとし

ます。 

【「特にその必要がある」の例示】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－２．目的外使用許可の対象外 

 

 

 

３－２．使用許可の対象外 

次に掲げるものは、市の事務、事業の遂行のため市が当該施設を提供するので、この

基準の対象外とします。ただし、これらの場合であっても使用許可事務に準じて使用の

状況を記録・管理し明確にしておきます。 

【対象外のもの】 

 

 

 

 

 

 

①社会生活又は当該地域住民の日常生活に不可欠な役務の提供を行う電気事業、ガス事

業、通信事業その他の公益事業の用に供するためやむを得ないと認められるとき 

②市の事務又は事業の遂行上必要不可欠なもので、本市が積極的に協力する必要がある

と認められるとき。（市が連携、協賛、後援する事業など） 

③国、地方公共団体その他公共的団体が公用、公共又は公益事業の用に供するため使用

するとき。（信号機、防犯灯、防災資機材庫、広報用掲示板の設置など） 

④本市の行政財産を使用しなければ、隣接する家屋等の新築、解体、建替等のための工

事用足場、資材置場、搬入用通路等の確保が困難であり、当該行政財産を使用させる

ことがやむを得ないと認められるとき 

⑤当該財産を寄付した等の縁故を有するものであり、その使用目的が公用、公共用又は

公益を目的とした事業の用に供するためやむを得ないと認められるとき 

⑥地方公務員法に基づく職員団体、労働組合法に基づく労働組合及び（財）豊中市職員

厚生会（いずれも本市の職員で構成する団体に限る。）が事務等の用に供するため使

用するとき 

⑦広告その他行政財産の効率的利用に資すると認められるとき 

① 指定金融機関の事務室（ただし、指定金融機関の業務のみを行う場合に限る。） 

② 報道機関の記者室 

③ 市有施設専用の電気、電気通信、水道、ガス等の設備 

④ 市の事務、事業の一部を市以外の者に委託した場合において、それらの事務、事

業を行うために必要な施設（ただし、契約書に施設を提供することが明記されて

おり、かつ当該業務以外に当該施設を使用しない場合に限る。） 
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３－３．使用許可にあたっての留意点 

使用許可するに当たっては、必要最小限度にとどめ、かつ、現状のまま使用させるこ

ととし、将来市の必要に応じてその使用を終了させた場合に、容易に原状回復ができる

状態におくことを原則とします。 

 

４．使用許可の期間 

 

 

使用を許可することのできる期間については、原則として１年を超えることはできな

いこととされていますが、財務規則第 122 条第 3項ただし書きにより、例外的に１年を

超えることが許されています。３－１で使用許可できるもののうち、次の各号に掲げる

例示を参考に１年を超えて許可するかを判断してください。また、この場合に使用させ

る期間は５年以内とし、期間の設定は使用の状況や双方の事務手続き上の効率性などを

総合的に判断して決定してください。なお、更新する場合の期間は、１年を超えて設定

した当初の許可期間を超えないものとします。 

【１年を超える期間の使用許可ができる例示】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■1年を超えて使用を許可することのできる場合を明確化 

① 電気、ガス、上下水道、携帯電話等インフラ整備のために使用する場合 

② 自治会、市民団体、子供会その他の主に市民によって構成される団体・組織等

が、掲示板又は倉庫等簡易な工作物等を設置する場合 

③ 豊中市、豊中市教育委員会その他の公共団体がその業務のために使用する場合 

④ 防災・減災のために必要と認められる倉庫、防火水槽、広報機器等を設置し、

又はこれらの用途に供する場合 

⑤ ３－１の例示⑤の内、インフラ等に使用する場合 

⑥ 市の事務事業と関連の深い事業を行う場合であって募集要項等により使用期間

をあらかじめ提示している場合 

 ※自販機については、市の事務事業と関連が深いとは言えないため、１年を超える

許可は出せません。 

 ※募集要項等の作成時点で基準所管課に合議してください。 

 

⑤ 清掃、警備、運送等の役務を市以外の者に委託した場合において、それらの役務

の提供に必要な施設（ただし、契約書に施設を提供することが明記されており、

かつ当該業務以外に当該施設を使用しない場合に限る。） 

⑥ 公の施設の管理を指定管理者に行わせる場合において、当該施設の管理を行うた

めに必要な施設（ただし、協定書等に施設を提供することが明記されており、か

つ当該業務以外に当該施設を使用しない場合に限る。） 

⑦ 工事請負契約の履行のため、請負業者が当該現場内に設置する工事現場事務所等 

⑧  市が申込者である公衆電話の設置及び市の要請による日本電信電話株式会社の

公衆電話所の設置のため、使用するもの 

⑨  市の建築物によって生じた電波障害のため当該建築物に共同受信アンテナを設

置するもの 
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５．使用料の算定 

 

 

５－１．根拠となる公有財産の価格 

使用料を算定するにあたっての根拠となる行政財産の価格については当該行政財産

の台帳価額とします。ただし、企業会計を採用する上下水道局、豊中病院については、

固定資産台帳の価格等別に定める額を基礎とします。 

また、上記価額によることができない、または適当でないと認められる場合は、財務

部長と協議の上、近傍類地の価格等に比準して算定した価額によることができるものと

します。 

 

５－２．算定式 

次の算定式により算定したものを使用料の最低基準額とします。 

 

【算定式】 

種別 算定式（年額）  *端数処理については後述に基づき例示しています。 

土地 法定外公共物管理条例別表の法定外公共物占用料金表を準用して算定する額 

を使用する。ただし、減免規定については準用しない。 

 ※市が借地している土地の場合は、当該土地の借地料単価をもとに算定 

 （無償借地している場合は、所有者の意向を踏まえ対応） 

例：6.3㎡の土地を1年間使用する場合 （占用使用料 @600／㎡×12カ月） 

 ＊使用面積に１㎡未満の端数があるとき１㎡に切上げ 

 ＠7,200円×７㎡＝50,400円 年間50,400円の使用料となります。 

建物 使用料の年あたり基準額については次の①、②、③の合計とします。 

① 建物の減価償却費（当該建物の取得価格（税込み）／耐用年数）×（使用

許可面積／当該建物の延床面積） 

※ 減価償却費は、定額法を使用して毎年均等になるよう費用配分するもの

です。 

②火災その他の災害に係る保険料×（使用許可面積／当該建物の延床面積） 

③土地使用料相当額 

占用使用料×当該建物の建築面積×（使用許可面積／当該建物の延床面積） 

※市が借地している土地にある建物を使用させるときの土地使用料相当額

は、当該土地の借地料単価をもとに算定 

（無償で借り受けている場合は、所有者の意向を踏まえ対応） 

例：2階建の建物のうち一部分（82㎡）を使用した場合 

  ・建物取得価格60,191,000円 ・耐用年数50年 ・使用面積82㎡  

・建物の建築面積102.2㎡ ・建物の延床面積200.2㎡ ・保険料2,300円 

■使用料は全市的な観点から統一的な算定式により算定 
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① （60,191,000円／50年）×（82㎡／200.2㎡）＝493,073円（円未満切捨て） 

② 2,300円×（82㎡／200.2㎡）＝942円（円未満切捨て） 

③ @7200円×102.2㎡×（82㎡／200.2㎡）＝301,393円（円未満切捨て） 

①＋②＋③＝795,408円⇒795,400円（100円以上の場合10円未満切捨て） 

795,400×1.10(消費税)＝年間874,940円の使用料になります。 

壁面 法定外公共物管理条例別表の法定外公共物占用料金表を準用して算定する額 

を使用する。ただし、減免規定については準用しない。 

例：3㎡の壁面を広告物として1年間使用する場合 （広告物・その他のもの 

占用使用料 @1,100円／㎡・月、@11,000円／㎡・年） 

 ＊使用面積に１㎡未満の端数があるとき１㎡に切上げ 

 @11,000円×3㎡＝33,000円 年間33,000円の使用料となります。 

 

５－３．端数調整等 

① 使用期間の端数 

ア．使用期間が1年に満たないとき、又は使用期間に1年未満の端数があるとき 

年額の使用料×１／１２＝月額とします。 

 イ．１月未満の端数があるとき 

年額の使用料×１／３６５（閏年は366日）＝日額とします。 

（ただし、壁面使用については、１月未満の端数は１月と見なします。） 

② 使用料の端数 

ア．算定した使用料の額が100円未満であるとき 

使用料の最低額＝100円とします。 

イ．100円を超える使用料の額に10円未満の端数があるとき 

10円未満の額は切り捨て処理とします。 

③ 使用面積等の端数等の処理 

ア．使用面積が１㎡未満であるとき、又は使用面積に１㎡未満の端数があるとき 

１㎡に切上げ処理とします。 

 イ．総延長が１ｍ未満であるとき、又は１ｍ未満の端数があるとき 

１ｍに切上げ処理とします。 

※使用許可書に記載する許可面積又は許可延長と算定の数値とは異なることとな

ります。 

④ その他 

建物及び使用期間が1月未満である土地の使用にかかる使用料の額は、上記で算定し

た額に、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する消費税及び地方税法（昭和25年法律

第226号）に規定する地方消費税に相当する額を加算して得た額とします。 
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５－４．使用料の徴収回数 

 許可期間が１年間以内の使用料は、原則として一括して徴収するものとします。許可

期間が１年を超える場合は、年度ごとに一括して徴収します。 

ただし、市長が特別な理由があると認める場合は、使用料の分割納付を許可すること

ができます。なお、分割納付を認める場合は、使用者に資料を徴求のうえ、使用料の分

割納付手続きを行い、その理由等を文書により明らかにしておくものとします。 

 

 

５－５．使用料の徴収時期 

使用料は、原則として使用開始前に徴収するものとします。 

 

（例外） 

区分 徴収時期 

使用許可期間が会計年度当初から開始するとき 4月30日まで 

使用者に緊急に行政財産を使用する必要が生じた場

合で、市が使用許可した日から使用開始日までの期間

が短く、使用料徴収に係る事務手続き上、使用者に前

納させることが困難であるとき 

当該使用許可の日から30日以内の

期限を定めて徴収 

特別の事由があるとき 

※特別の事由が生じた場合は、基準所管課に相談く

ださい。 

市との協議により定めた期限ま

でに徴収 

 

５－６．使用料の返還 

既納の使用料は、原則返還しません。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、

その全部又は一部を返還することができます。 

① 災害その他不可抗力による事由のため当該財産が使用できなくなったとき。 

② 使用者の責めによらない事由で使用許可を取り消したとき。 

（返還する額） 

既納の使用料から使用許可期間のうち既に使用した期間に係る使用料を減じた額と

します。 
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６．使用料の減免基準 

 

 

 

 

 

６－１．減免の考え方 

行政財産の使用に伴う使用料は原則として徴収するものとし、行政財産の使用料の減

免については、使用料が行政財産の一部を使用させる対価であることを踏まえ、減免措

置はあくまでも例外的なものとします。仮に減免する場合であっても、使用者を過度に

優遇することなく、減免についても明確な理由のもとに行います。 

行政財産の使用にかかる使用料は、その減免等について全市的な整合を図るため、使

用料の具体的な算定基準および減免の基準について市としての統一的な考え方を定め

るものとします。 

減免は使用の目的及び使用者により判断するものとし、その基準は下記のとおりとし

ます。 

なお、減免を行う場合は、使用許可の手続きとは別に使用料の減免の手続きを行い、

その理由等を文書により明らかにしておくものとします。 

 

■使用許可は原則として使用料を徴収 

■減免は例外措置 

■減免を行う場合は理由等を明確化 



 

  12 

【減免基準１】                                                      ※数値は減免できる最大値 

 

分  類 

 

3-1使用許可範囲 

第１分類 第２分類 第３分類 

●本市の事務・事業の遂行上必

要不可欠なもので、積極的

に協力をする必要がある事

業の用に直接使用する場合 

●市の事務・事業との密接な関連性を有

する事業の用に直接使用する場合 

●公益を目的とした事業の用途に直接

使用する場合 

●左記以外 

●営利収益目的 

(1)当該行政財産を利用する者のため 

に食堂，売店その他の厚生施設を 

設置するとき。 

全額免除 ５０％減額 減免なし 

(2)学術調査，研究，体育活動，行政 

施策の普及，その他の公益目的の

ために講演会，研究会，運動会等

の用に短期間供するとき。 

全額免除 ５０％減額 減免なし 

(4)①社会生活又は当該地域住民の日

常生活に不可欠な役務の提供を行

う電気事業、ガス事業、通信事業そ

の他の公益事業の用に供するため

やむを得ないと認められるとき 

全額免除 ５０％減額 減免なし 

(4)②市の事務又は事業の遂行上必要

不可欠なもので、本市が積極的に協

力する必要があると認められると

き。（市が連携、協賛、後援する事

業等） 

全額免除 ５０％減額 減免なし 
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分  類 

 

3-1使用許可範囲 

第１分類 第２分類 第３分類 

●本市の事務・事業の遂行上必

要不可欠なもので、積極的に

協力をする必要がある事業

の用に直接使用する場合 

●市の事務・事業との密接な関連性を有

する事業の用に直接使用する場合 

●公益を目的とした事業の用途に直接

使用する場合 

●左記以外 

●営利収益目的 

(4)③国、地方公共団体その他公共的

団体が公用、公共又は公益事業の用

に供するため使用するとき。（信号

機、防犯灯、防災資機材庫、広報用

掲示板の設置など） 

全額免除 ５０％減額 減免なし 

(4)④本市の行政財産を使用しなけれ

ば、隣接する家屋等の新築、解体、

建替等のための工事用足場、資材置

場、搬入用通路等の確保が困難であ

り、当該行政財産を使用させること

がやむを得ないと認められるとき 

全額免除 ５０％減額 減免なし 

(4)⑤当該財産を寄付した等の縁故を

有するものであり、その使用目的が

公用、公共用又は公益を目的とした

事業の用に供するためやむを得な

いと認められるとき 

全額免除 ５０％減額 減免なし 

(4)⑥地方公務員法に基づく職員団

体、労働組合法に基づく労働組合及

び（財）豊中市職員厚生会（いずれ

も本市の職員で構成する団体に限

る。）が事務等の用に供するため使

用するとき 

全額免除 ５０％減額 減免なし 

(4)⑦広告その他行政財産の効率的利

用に資すると認められるとき 
全額免除 ５０％減額 減免なし 
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【減免基準２】 

使用区分 減免区分 

(3)災害，その他の緊急やむを得ない事態の発生により応急施設

として短期間その用に供するとき。 
▲100% 

(4)②市が自らの事務事業の遂行にあたり当該事業の用に使用す

ることが必要不可欠なとき 
▲100% 

地震、火災、水害等の災害により許可使用の目的に制限を受ける

と認めるとき 

被害の状況、程度等を

勘案して減免 

法令等により減免することが定められているとき 法令等の規定による 

 

６－２．減免割合の決定 

減免基準に定める減免割合は、減免できる上限を示したもので、必ずしも減免基準に

明記されている減免率にて減免しなければならないものではありません。 

このため、使用料の減額割合については、使用目的の公共性、重要性、使用者の経営

状況、使用に係る事業の収益性、市の事務事業に及ぼす効果等を勘案して決定するもの

とし、有償化できるものは有償化するものとします。 

 

６－３．行政財産の特性を踏まえた個別の対応 

① 事業予定地においての対応 

道路事業・街路事業などにより拡幅予定のもので市が、買収済の空地を用地協力者な

どに使用許可する場合は、使用料を免除することができるものとします。 

② 障害者施設における障害者団体への対応 

障害者施設における障害者団体への配慮など施設の特性に応じで減免基準をそのま

ま適用することに無理がある場合には、個々の事情を勘案しながら基準を大きく逸脱す

ることのない範囲で個々に基準を設けることができるものとします。 

 別に基準を定める場合は、あらかじめその基準を定め明確にしておくものとします。 

 

 

７．使用許可にかかる実費負担取扱の基準 

 

 

 

７－１．実費負担の取扱い 

行政財産の使用に伴う電気代、電話料、上下水道料の光熱水費等は、使用者に負担さ

せなければならない。なお、負担は市が使用者の使用した経費まで支払いした場合を想

定したものであり、使用者が直接電気代等を電気事業者等に支払う場合はその分につい

ては実費負担を求めません。 

■行政財産の使用に伴う光熱水費等の経費は使用者の実費負担 

 ※光熱水費等の諸施設経費は、私法上の契約と捉えられるため、使用料とは別に徴収 
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７－２．実費負担の範囲 

① 実費負担 

実費負担を求める経費の範囲は下記のとおりです。ただし、許可の形態により、使用 

者に負担させることが適当でないものおよび使用者が使用する実績のない経費は除く

こととします。 

経費区分 算定基礎 

①  電気代・ガス代・上下水道代、電話代 実費 

②  警備・清掃に要する経費 使用許可面積に応じて按分 

③  空調設備・電気及び機械設備・消防設備等

の共用設備の各種メンテナンスに要する経

費 

使用許可面積に応じて按分 

  ※使用許可部分の経費のみでなく、共用部分の経費（共益費）も含むものとします。 

② 共用部分相当分の経費を徴収する対象施設 

建物の使用許可を行っている全施設。ただし、以下の場合は除きます。 

  ア．施設（建物）全体を使用許可している場合。 

  イ．自動販売機・公衆電話等、単に動産が設置してある場合。 

  ウ．実質的に共用部分の利用がない場合（使用許可の面積内にトイレ等があり、出  

入口も別途設けられ、許可部分の経費を徴収している場合など）。 

③ 実費負担を免除する場合 

 短期間(1件の期間が10日未満のもの)の使用許可に伴う場合 

④ その他 

 使用者が電気、ガス、上下水道を使用することが想定される場合は、可能な限り使用

者が直接電気、ガス、上下水道の供給者等との需給契約等を締結するようにします。 

 

８．許可手続き 

 

 

８－１．申込に対する処分に係る審査基準等の設定 

① 審査基準 

 行政財産の使用許可にかかる審査基準を定める必要があります。（審査基準の設定は

「行政手続条例に定める審査基準等の設定について」を参照） 

② 標準処理期間 

使用許可申込に基づいて行う事務に係る標準処理期間（行政手続法第６条の標準処

理期間をいう｡）は、新規事案の場合は４０日以内、継続事案の場合は３０日以内とし

ます。ただし、原則として、休日は当該期間算入しないものとし、許可申込書の不備そ

の他の理由により申込人に対し照会するために要した期間、審査のために必要な料金

を追加することとなった場合に要した期間についても算入しないものとします。 

（注）ここでいう「休日」は、豊中市の休日を定める条例（平成元年条例第１５号） 

第２条第１項に規定する市の休日をいう。 

■行政財産の使用許可手続きに伴う行政手続法等上の取り扱い 
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８－２．処分に係る教示 

 使用許可、使用許可の取消等を行う場合は、行政不服審査法（平成26年法律第68号）

第82条第１項に規定する教示及び行政事件訴訟法（昭和37年法律第1 3 9号）第46条第

１項に規定する教示をしなければなりません。ただし、使用許可の内容が使用許可の申

込の内容と同一である場合にあっては、省略することができます。 

【教示の文例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８－３．許可に付すべき条件 

使用許可に当っては、当該使用許可の目的、使用形態、施設の特性等を考慮して、必

要に応じた条件を付すものとします。 

【基本的な条件】 

（１）既納の使用料は市が特に必要と認める場合を除き還付しないこと。 

（２）使用者は、常に善良なる管理者の注意をもって使用物件を使用すること。 

（３）使用者は、使用物件に付帯する電話、電気、ガス、水道等の諸設備の使用料を負

担すること。 

（４）使用物件は、市が指定する用途以外に使用することはできないこと。 

（５）使用者は、使用物件について修繕、模様替えその他の行為をしようとするとき、

又は使用目的を変更しようとするときは、事前に書面をもって承認を受けること。 

（６）使用者は、使用物件を他の者に転貸し、又は担保に供しないこと。 

（７）使用者は，この財産の使用により第三者に損害を及ぼすおそれがある場合は，使

用者の責任において損害の発生を防止し，第三者に損害を及ぼした場合は，使用者

の負担において賠償すること。 

（８）次の各号の一に該当するときは、使用許可を取り消し、又は変更することがある

 この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起

算して３か月以内に、豊中市長に対して審査請求をすることができます。 

この処分については、上記の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌

日から起算して６か月以内に、豊中市を被告として（訴訟において豊中市を代表する者

は豊中市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 なお、上記の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができ

ます。 

ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査

請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求を

すること及び処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理

由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対

する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をする

こと又は処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

 ただし、上記の異議申立てをした場合には、当該異議申立てに対する決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することが

できます。 
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こと。 

  ①使用者が、本許可条件に違反したとき。 

  ②市において、使用物件を必要とするとき。 

（９）使用許可を取り消したとき、又は使用期間が満了したときは、使用者は、自己の

負担で、市長の指定する期日までに、使用物件を原状に回復して返還すること。（特

に市長が承認したときは除く。） 

（１０）使用者が前項の義務を履行しないときは，市は，直接又は他人をして使用者に

代りこれを執行し，その費用は，すべて使用者から徴収することができること。 

（１１）使用者は、その責めに帰する理由により、使用物件の全部又は一部を滅失し、

又は損傷したときは、当該滅失又は損傷による使用物件の損害額に相当する金額を

損害賠償として支払うこと。（前項の規定により使用物件を原状に回復した場合を

除く。）。 

（１２）使用者は、許可条件に定める義務を履行しないため損害を与えたときは、その

損害額の相当する金額を損害賠償額として支払わなければならないこと。 

（１３）地方自治法第238条の4第9項の規定に基づき使用の許可を取り消した場合にお

いて、その取消しにより使用者に損失が生じても、市はその損失を補償しないこと。 

（１４）使用物件について支出した有益費、必要費その他の費用については、市に請求

することができないこと。 

（１５）市は、使用物件について随時に実地調査し、又は所要の報告を求め、その維持

使用に関し指示することができること。 

（１６）使用者は、使用許可を受けている範囲内での事故等の発生については、使用者

の管理責任において処理すること。 

（１７）本条件に関して疑義があるときその他使用物件の使用について疑義を生じたと

きは，市の決定するところによること。 

（１８）使用物件の使用にあたっては、利用者の利用に支障のないようにすること。 

 

８－４．許可の取り消し 

使用許可をした場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、地方自治法第

238条の4第9項の規定に基づき当該許可を取り消すものとします。 

なお、許可を取り消す場合は理由を付して書面で通知するものとします。 

(1)本市において、公用又は公共用に供するため必要が生じたとき。 

(2)許可の条件に違反する行為があると認められるとき。 

(3)不正の手段により使用の許可を受けたとき。 

(4)使用者が暴力団構成員又は暴力団構成員と密接な関係にある者と認められたとき 

 

９．実施時期 

 平成２４年（２０１２年）１１月１日以降 
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１０．その他 

この基準によることが著しく不適当又は困難と認められる特別な事由があるときは、

その特別の事由を明確（事後公表）にするとともに、財務部長の合議を経て各部長（教

育委員会にあっては教育委員会事務局長）の専決により別の取扱いをすることができる

こととします。また、他の要綱等に別の定めがある場合は、当該要綱等によるものとし

ます。 

なお、現行使用料より著しく高額になるときは、現行使用料の概ね倍程度を改定上限

とし、定期的な検証結果を踏まえ段階的に改定するものとします。 
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行政財産使用許可申込書 

  

  年   月   日   

  

豊中市長 様  

  

申込者住所                

氏名                  

 

 

 次のとおり行政財産を使用したいので許可されるよう申し込みます。 

 

記  

 

１．使用行政財産 所在地 

施設名  

使用部分  

使用面積  

  

２．使用目的  

 

３．使用方法  

 

４．使用期間       年   月   日から    年   月   日まで 

 

５．参考事項  

 

６．添附書類   関係図面 

 

参考 
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行政財産使用料減額・免除申込書 

  

  年   月   日   

 豊中市長  様  

  

申込者住所                

氏名                

  

 次の行政財産の使用について使用料の減額・免除を受けたいので申し込みます。 

   

記  

１．使用行政財産  所在地 

             施設名  

             使用部分  

             使用面積  

 

２．使用期間          年   月   日から    年   月   日まで 

 

３．減額・免除申込の理由 
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行政財産使用料分割納付申込書 

  

  年   月   日   

 豊中市長  様  

  

申込者住所                

氏名                

  

 次の行政財産の使用について使用料の分割納付を希望しますので申し込みます。 

   

記  

１．使用行政財産  所在地 

             施設名  

             使用部分  

             使用面積  

 

２．使用期間          年   月   日から    年   月   日まで 

 

３．分割納付の理由  

 

 

４．納付予定  

回  数 納 付 金 額 納 付 予 定 日 

 円        年   月  日 

 円        年   月  日 

計 円  
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豊〇〇  第  号 

  年（   年）  月  日 

 

行政財産使用許可書               

申込者 

住 所 

氏 名         様  

  

                     豊中市長 （市長名を記入の上、公印を押印） 

                        

 

 年 月 日付をもって申込のあった行政財産を使用することについては、下記の条件

を付して許可します。 

 

記 

１．使用行政財産 所在地 

         施設名 

         使用部分 

         使用面積 

２．使用目的 

 

３．使用方法 

 

４．使用期間      年  月  日から    年   月  日まで 

 

５．使用料           円（既納の使用料は還付しません。） 

 

６．使用料納入期限 

 

７．許可条件 別紙のとおり 

 

 

 

 この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か
月以内に、豊中市長に対して審査請求をすることができます。 
この処分については、上記の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算し
て６か月以内に、豊中市を被告として（訴訟において豊中市を代表する者は豊中市長となります。）、
処分の取消しの訴えを提起することができます。 
 なお、上記の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があ
ったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 
ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対す

る裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすること及び処分の取
消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこ
の処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１
年を経過した後であっても審査請求をすること又は処分の取消しの訴えを提起することが認めら
れる場合があります。 
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許可条件 

第１条 既納の使用料は市が特に必要と認める場合を除き、還付しません。 

第２条 使用者は、常に善良なる管理者の注意をもって、使用物件を使用しなければなり

ません。 

第３条 使用者は、使用物件に付帯する電話、電気、ガス、水道等の諸設備の使用料を負

担しなければなりません。 

第４条 使用物件は、市が指定する用途以外に使用することはできません。 

２ 使用者は、使用物件について修繕、模様替えその他の行為をしようとするとき、又は

使用目的を変更しようとするときは、事前に書面をもって承認を受けなければなりませ

ん。 

第５条 使用者は、使用物件を他の者に転貸し、又は担保に供してはなりません。 

第６条 使用者は，この財産の使用により第三者に損害を及ぼすおそれがある場合は，使

用者の責任において損害の発生を防止し，第三者に損害を及ぼした場合は，使用者の負

担において賠償しなければならないものとします。 

第７条 次の各号の一に該当するときは、使用許可を取り消し、又は変更することがあり

ます。 

 (1) 使用者が、許可条件に違反したとき。 

 (2) 市において、使用を許可した物件を必要とするとき。 

第８条 使用許可を取り消したとき、又は使用期間が満了したときは、使用者は、自己の

負担で、市長の指定する期日までに、使用物件を原状に回復して返還しなければなりま

せん。ただし、特に市長が承認したときは、使用を許可した物件を原状に回復する必要

はありません。 

２ 使用者が前項の義務を履行しないときは，市は，直接又は他人をして使用者に代りこ

れを執行し，その費用は，すべて使用者から徴収することができるものとします。 

第９条 使用者は、その責めに帰する理由により、使用物件の全部又は一部を滅失し、又

は損傷したときは、当該滅失又は損傷による使用物件の損害額に相当する金額を損害賠

償として支払わなければなりません。ただし、前条の規定により使用物件を原状に回復

した場合は、この限りではありません。 

２ 前項に掲げる場合のほか、使用者は、本許可書に定める義務を履行しないため損害を

与えたときは、その損害額の相当する金額を損害賠償額として支払わなければならない

ものとします。 

第10条 地方自治法第238条の4第9項の規定に基づき使用の許可を取り消した場合におい

て、その取消しにより使用者に損失が生じても、市は、その損失を補償しません。 

第 11条 使用物件について支出した有益費、必要費その他の費用については、市に請求す

ることができません。 

第12条 市は、使用物件について随時に実地調査し、又は所要の報告を求め、その維持使

用に関し指示することができるものとします。 
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第 13条 使用者は、使用許可を受けている範囲内での事故等の発生については、使用者の

管理責任において処理しなければなりません。 

第 14条 使用物件の使用にあたっては、利用者の利用に支障のないようにしなければなり

ません。 

 

 

 

 

第●条 本条件に関して疑義があるときその他使用物件の使用について疑義を生じたとき

は，市の決定するところによるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 15 条以降 

安全管理上特に配慮が必要な場合や財産管理者が必要と求める事項など施

設特有の条件を必要に応じて付してください。 
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豊〇〇  第  号 

  年（   年）  月  日 

 

行政財産使用料減免許可書 

 

申込者 

住 所 

氏 名         様  

                          

                     豊中市長 （市長名を記入の上、公印を押印） 

                         

 

 年  月  日付で申込のあった行政財産使用料の減免について下記のとおり許可します。 

 

記 

1．使用行政財産  所在地 

施設名 

          使用部分 

          使用面積 

 

２．使用期間        年  月  日から    年  月  日まで 

 

３．使用料           円（減免後） 

 

４．減免割合          ％減免 

 

 
 この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か
月以内に、豊中市長に対して審査請求をすることができます。 
この処分については、上記の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算し
て６か月以内に、豊中市を被告として（訴訟において豊中市を代表する者は豊中市長となります。）、
処分の取消しの訴えを提起することができます。 
 なお、上記の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があ
ったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 
ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対す

る裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすること及び処分の取
消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこ
の処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１
年を経過した後であっても審査請求をすること又は処分の取消しの訴えを提起することが認めら
れる場合があります。 
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豊〇〇  第  号 

  年（   年）  月  日 

 

行政財産使用料分割納付許可書 

 

申込者 

住 所 

氏 名         様  

                          

                     豊中市長 （市長名を記入の上、公印を押印） 

                         

 

 年 月 日付で申込のあった行政財産使用料の分割納付について下記のとおり許可します。 

 

記 

1．使用行政財産  所在地 

施設名 

          使用部分 

          使用面積 

 

２．使用期間        年  月  日から    年  月  日まで 

 

３．使用料納入期限 

回  数 納 付 金 額 納 付 期 限 

 円     年   月  日 

 円     年   月  日 

計 円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か
月以内に、豊中市長に対して審査請求をすることができます。 
この処分については、上記の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算し
て６か月以内に、豊中市を被告として（訴訟において豊中市を代表する者は豊中市長となります。）、
処分の取消しの訴えを提起することができます。 
 なお、上記の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があ
ったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 
ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対す

る裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすること及び処分の取
消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこ
の処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１
年を経過した後であっても審査請求をすること又は処分の取消しの訴えを提起することが認めら
れる場合があります。 
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平成 24 年（2012 年）１１月 策定 

   平成 26 年（2014 年） １月 改正 

   平成 27 年（2015 年）１１月 改正 

   平成 28 年（2016 年） ４月 改正 

   平成 29 年（2017 年） ６月 改正 

   平成 30 年（2018 年） ４月 改正 

平成 31 年（2019 年） ３月 改正 

令和３年（2021 年） ４月 改正 

令和４年（2022 年）１０月 改正 



様式Ｂ－１ 

申請等に対する処分の審査基準・標準処理期間 

 

処 分 名 使用料の減免 

根拠法令及び条項 豊中市財産条例第９条 

所管部課（室）係名 豊中市都市基盤部基盤管理課占用係 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関係条項  

基  準 

「行政財産の目的外使用に係る基準」の５の定めに順ずる。 

（詳細は同基準を参照） 

参考事項 
 

設定等年月日 平成 24 年 11 月設定（平成 26 年 1 月最終変更） 

標

準

処

理

期

間 

標準処理期間  総日数   日 （注：休日は含まない） 

内訳 
経由期間     日 （  事務所） 

処分期間     日 （  部  課） 

設定等年月日 平成 24 年 11 月設定（平成 26 年 1 月最終変更） 

備考  

 



 

   

 

 

 

 

 

 

 

行政財産の使用許可に係る基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年（2022 年）１０月 改正 

豊   中   市 
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１．行政財産の使用許可の現状・課題 

 

 行政財産の使用許可とは、地方公共団体の公共または公共用に供されている施設を、

その本来の用途または目的を妨げない限度で許可を受けて使用することをいいます。 

行政財産については施設の設置目的や管理形態に違いがあるなど多種多様です。 

その使用許可の事務については、全庁的に執行されていますが、使用許可の根拠とな

る条例、規則等において、使用料の算定基準や減免基準が具体的に示されていないため、

各部局において案件ごとに個別に判断し事務処理が進められています。 

このことは事務処理をするうえにおいて非効率を招くおそれがあるだけでなく、なに

よりも、公有財産の管理・活用の適正化、受益者負担の明確化による公平性・公正性の

確保を図る観点から、厳正な処理が求められます。 

 

○現状・課題 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－１．行政財産とは 

 地方公共団体が所有する不動産、動産などの財産を公有財産といい、「行政財産」と

「普通財産」に分類されます。「行政財産」は、地方公共団体が事務や事業を執行する

ために直接利用することを目的とする「公用財産」と、市民の共同利用を目的とする「公

共用財産」に分けられます。「普通財産」は、行政財産以外の公有財産をいい、行政財

産と異なり特定の行政目的に直ちに用いられるものではありません。 

 

 

 

 

 

 

行政財産の用途又は目的とは別に例外的に行政処分により使用を許可するもの 

※借地借家法の適用外 

 

施設効用の向上・効率的利用 

■ 使用料の算定基準や減免基準が不明確 

■ 各部局において案件ごとに判断し設定 

市としての統一的な考え方の必要性 

 

 

 

使用許可の意義 

現状 

課題 
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【財産の分類】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－２．使用許可とは 

行政財産は、本来の用途又は目的を妨げない限り、行政財産の効用を高めることや効

率的利用の観点から、例外的に行政上の許可処分として使用させることが認められてい

ます。 

 

【使用許可にかかる法的根拠】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用許可の根拠 使用料徴収の根拠 使用料減免の根拠 

地方自治法 

第 238 条の 4第 7 項 

 

地方自治法 

第 225 条 

財産条例 

第 8条 

財務規則 

第 122 条第 1項 

財産条例 

第 9条 

●地方自治法第 238 条の 4第 7項 

行政財産は、その用途又は目的を妨げない限度においてその使用を許可することが

できる。 

●地方自治法第 225 条 

普通地方公共団体は、第 238 条の４第 7項の規定による許可を受けてする行政財産

の使用又は公の施設の利用につき使用料を徴収することができる。 

 

財産 

 

公有財産 

 

行政財産 

 

普通財産 

 

公用財産 

 

公共用財産 

 

物品 

 

債権 

 

基金 
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１－３．使用許可と貸付けの考え方について 

平成１８年の地方自治法改正において、行政財産について民間の円滑な利用を推進す

るため貸付対象が拡大されましたが、これは、行政財産の有効活用を推進することが、

ひいては財政収入の確保に資するとの基本的な考えに基づき行われたものです。（「行

政財産を使用収益させる場合の取扱いの基準について」昭和３３年１月７日蔵管第１

号）本市においても、行政財産の貸付けについては国と同様の考え方を採用しています。

つまり、行政財産の使用等をさせる手法としては行政処分である使用許可を基本としつ

つ、利用者に長期安定的な利用を認めることにより、歳入確保の効果が見込めると思わ

れる一定の場合については、貸付を行うことも可能としています。 

具体的な貸付の対象としては、当面は使う予定がない（事業に着手しない）道路や施

設などの用地を想定していますが、場合によっては施設の一部の貸付を行うケースもあ

り得るものと考えられます。 

なお、 建物の所有を目的として土地を使用させる場合、又は独立した施設若しくは

分離独立させることができる施設の全部又は大部分を使用させる場合においては、その

使用の態様により、行政財産ではなく普通財産として処理することを適当と認める状態

に至ることが予想されるので、その取扱いにあたっては、特に慎重を期す必要がありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●財産条例第 8条 

 行政財産をその用途又は目的を妨げない限度において使用を許可する場合は，そ

の財産の評価額，維持修繕に要する費用，その施設の火災保険料等を考慮し，かつ，

収益性若しくは立地の条件その他の事情を考慮して市長又は教育委員会（以下次条

において「財産管理者」という。）が定める使用料を徴収する。 

●財産条例第 9条 

 前条第 1 項の規定に基づき使用料を徴収する場合において，財産管理者が特に必

要と認めるときは，使用料を減免することができる。 

●財務規則第 122 条第 1項 

 P5 参照 
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１－４．使用許可事務の手続き 

【使用許可事務の流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用許可にかかる事務は、行政財産の使用許可を受けようとする者からの許可申込を

受け、申込内容を確認し、許可することができるか検討を行ったうえで、許可できる内

容であれば使用料の算定を行います。 

この際、許可申込と合わせて減免申込がある場合は、減免できるかどうかの検討を行

います。 

さらには、光熱水費などの実費負担についての確認を行い、最終的に使用許可を行う

こととなります。 

 

２．使用許可事務に係る基本的な考え方 

 

 

 

 

公有財産の管理・活用の適正化、受益者負担の明確化による公平性・公正性の確保、

事務の効率化を図る観点から、使用許可の範囲、使用料の算定および減免等、許可の期

間の基準等を定めるものとします。 

 

① 公有財産の管理・活用の適正化 

使用許可の具体的な基準、使用料の積算根拠を明確にした算定方式、減免できる具体

① 許 可 申 込 

② 申 込 内 容 の 確 認 

③ 使 用 料 算 定 

④ 使 用 料 減 免 

⑤ 水道光熱費等の実費負担 

⑥ 許    可 

使用許可申込の受付 

(現在、許可中の使用許可内容と同内容で継続申込する場合に限り、 

電子申込システムにて申込可能) 

許可使用できる範囲に該当するかどうかの検討 

 

使用料の算定 

 

減免申込がある場合、減免基準に該当するかどうかの検討 

実費負担の算定及び負担の確認 

使用許可書の交付(使用期間の前日までに交付) 

■ 公有財産の管理・活用の適正化 

■ 受益者負担の明確化による公平性・公正性の確保 

■ 事務の効率化 
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的な基準など統一的なルールを定め透明性を確保するとともに、公有財産の適正な管

理・活用を進めます。 

 

② 受益者負担の明確化による公平性・公正性の確保 

使用料の減免を行う場合、当該減免相当額については市民全体での負担ということに

なります。このため、行政財産の使用許可申込みを行う者（以下「使用者」という。）

とそうでない者との負担の公平化を図るため、受益者負担を原則として使用料の算定お

よび減免の運用を行います。 

 

③ 事務の効率化 

使用許可事務にかかる統一的な考え方を定めることにより円滑かつ適正に事務処理

を進めます。 

 

なお、本基準等は財産条例に基づく行政財産の使用許可に係る事務に適用するものと

し、道路法、河川法、都市公園法等他の関係法令等に基づく占用、法令に定めがあるも

の、あるいは国等において使用料算定の考え方が示されているものに係る事務は対象外

とします。 

 

 

 

 

 

３．使用許可の範囲 

 

 

３－１．使用許可基準 

行政財産の使用については、財務規則第 122 条第 1項において、次に掲げる場合に限

り、行政財産の使用を許可することができるものとされています。 

【財務規則に定める使用許可できる範囲】 

 

 

 

 

 

 

 

このなかで、第 4号に「特にその必要がある」という規定があり、主管部課長に一定 

(1) 当該行政財産を利用する者のために食堂，売店その他の厚生施設を設置するとき。 

(2) 学術調査，研究，体育活動，行政施策の普及，その他の公益目的のために講演会，

研究会，運動会等の用に短期間供するとき。 

(3) 災害，その他の緊急やむを得ない事態の発生により応急施設として短期間その用

に供するとき。 

(4) 前 3号に掲げるもののほか，主管部課長が特にその必要があると認めるとき。 

 

■ 使用許可できる範囲及び使用許可の対象外の明確化 

■自動販売機の設置にかかる考え方については、「市有財産における清涼飲料自動販

売機の設置に係る基本的な考え方について」によるものとします。 
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の裁量が認められていますが、使用許可はあくまで例外的な取扱いという原則を踏まえ、

やむを得ないものに限定します。 

一方で、施設内に職員の通勤自動車や関係団体の活動用自動車など公用車以外の自動

車の駐車を認めるときや、施設の特性や地域性などから施設ごと・案件ごとに個別に判

断をしていく必要性もあるため、裁量の余地を除外し、使用許可の範囲を限定列挙する

だけでは、施設の効用を高めたり、施設の有効活用を進めたりすることができません。 

このため、ここでは、「特にその必要がある」と認められる事例を例示するものとし

ます。 

【「特にその必要がある」の例示】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－２．目的外使用許可の対象外 

 

 

 

３－２．使用許可の対象外 

次に掲げるものは、市の事務、事業の遂行のため市が当該施設を提供するので、この

基準の対象外とします。ただし、これらの場合であっても使用許可事務に準じて使用の

状況を記録・管理し明確にしておきます。 

【対象外のもの】 

 

 

 

 

 

 

①社会生活又は当該地域住民の日常生活に不可欠な役務の提供を行う電気事業、ガス事

業、通信事業その他の公益事業の用に供するためやむを得ないと認められるとき 

②市の事務又は事業の遂行上必要不可欠なもので、本市が積極的に協力する必要がある

と認められるとき。（市が連携、協賛、後援する事業など） 

③国、地方公共団体その他公共的団体が公用、公共又は公益事業の用に供するため使用

するとき。（信号機、防犯灯、防災資機材庫、広報用掲示板の設置など） 

④本市の行政財産を使用しなければ、隣接する家屋等の新築、解体、建替等のための工

事用足場、資材置場、搬入用通路等の確保が困難であり、当該行政財産を使用させる

ことがやむを得ないと認められるとき 

⑤当該財産を寄付した等の縁故を有するものであり、その使用目的が公用、公共用又は

公益を目的とした事業の用に供するためやむを得ないと認められるとき 

⑥地方公務員法に基づく職員団体、労働組合法に基づく労働組合及び（財）豊中市職員

厚生会（いずれも本市の職員で構成する団体に限る。）が事務等の用に供するため使

用するとき 

⑦広告その他行政財産の効率的利用に資すると認められるとき 

① 指定金融機関の事務室（ただし、指定金融機関の業務のみを行う場合に限る。） 

② 報道機関の記者室 

③ 市有施設専用の電気、電気通信、水道、ガス等の設備 

④ 市の事務、事業の一部を市以外の者に委託した場合において、それらの事務、事

業を行うために必要な施設（ただし、契約書に施設を提供することが明記されて

おり、かつ当該業務以外に当該施設を使用しない場合に限る。） 
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３－３．使用許可にあたっての留意点 

使用許可するに当たっては、必要最小限度にとどめ、かつ、現状のまま使用させるこ

ととし、将来市の必要に応じてその使用を終了させた場合に、容易に原状回復ができる

状態におくことを原則とします。 

 

４．使用許可の期間 

 

 

使用を許可することのできる期間については、原則として１年を超えることはできな

いこととされていますが、財務規則第 122 条第 3項ただし書きにより、例外的に１年を

超えることが許されています。３－１で使用許可できるもののうち、次の各号に掲げる

例示を参考に１年を超えて許可するかを判断してください。また、この場合に使用させ

る期間は５年以内とし、期間の設定は使用の状況や双方の事務手続き上の効率性などを

総合的に判断して決定してください。なお、更新する場合の期間は、１年を超えて設定

した当初の許可期間を超えないものとします。 

【１年を超える期間の使用許可ができる例示】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■1年を超えて使用を許可することのできる場合を明確化 

① 電気、ガス、上下水道、携帯電話等インフラ整備のために使用する場合 

② 自治会、市民団体、子供会その他の主に市民によって構成される団体・組織等

が、掲示板又は倉庫等簡易な工作物等を設置する場合 

③ 豊中市、豊中市教育委員会その他の公共団体がその業務のために使用する場合 

④ 防災・減災のために必要と認められる倉庫、防火水槽、広報機器等を設置し、

又はこれらの用途に供する場合 

⑤ ３－１の例示⑤の内、インフラ等に使用する場合 

⑥ 市の事務事業と関連の深い事業を行う場合であって募集要項等により使用期間

をあらかじめ提示している場合 

 ※自販機については、市の事務事業と関連が深いとは言えないため、１年を超える

許可は出せません。 

 ※募集要項等の作成時点で基準所管課に合議してください。 

 

⑤ 清掃、警備、運送等の役務を市以外の者に委託した場合において、それらの役務

の提供に必要な施設（ただし、契約書に施設を提供することが明記されており、

かつ当該業務以外に当該施設を使用しない場合に限る。） 

⑥ 公の施設の管理を指定管理者に行わせる場合において、当該施設の管理を行うた

めに必要な施設（ただし、協定書等に施設を提供することが明記されており、か

つ当該業務以外に当該施設を使用しない場合に限る。） 

⑦ 工事請負契約の履行のため、請負業者が当該現場内に設置する工事現場事務所等 

⑧  市が申込者である公衆電話の設置及び市の要請による日本電信電話株式会社の

公衆電話所の設置のため、使用するもの 

⑨  市の建築物によって生じた電波障害のため当該建築物に共同受信アンテナを設

置するもの 
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５．使用料の算定 

 

 

５－１．根拠となる公有財産の価格 

使用料を算定するにあたっての根拠となる行政財産の価格については当該行政財産

の台帳価額とします。ただし、企業会計を採用する上下水道局、豊中病院については、

固定資産台帳の価格等別に定める額を基礎とします。 

また、上記価額によることができない、または適当でないと認められる場合は、財務

部長と協議の上、近傍類地の価格等に比準して算定した価額によることができるものと

します。 

 

５－２．算定式 

次の算定式により算定したものを使用料の最低基準額とします。 

 

【算定式】 

種別 算定式（年額）  *端数処理については後述に基づき例示しています。 

土地 法定外公共物管理条例別表の法定外公共物占用料金表を準用して算定する額 

を使用する。ただし、減免規定については準用しない。 

 ※市が借地している土地の場合は、当該土地の借地料単価をもとに算定 

 （無償借地している場合は、所有者の意向を踏まえ対応） 

例：6.3㎡の土地を1年間使用する場合 （占用使用料 @600／㎡×12カ月） 

 ＊使用面積に１㎡未満の端数があるとき１㎡に切上げ 

 ＠7,200円×７㎡＝50,400円 年間50,400円の使用料となります。 

建物 使用料の年あたり基準額については次の①、②、③の合計とします。 

① 建物の減価償却費（当該建物の取得価格（税込み）／耐用年数）×（使用

許可面積／当該建物の延床面積） 

※ 減価償却費は、定額法を使用して毎年均等になるよう費用配分するもの

です。 

②火災その他の災害に係る保険料×（使用許可面積／当該建物の延床面積） 

③土地使用料相当額 

占用使用料×当該建物の建築面積×（使用許可面積／当該建物の延床面積） 

※市が借地している土地にある建物を使用させるときの土地使用料相当額

は、当該土地の借地料単価をもとに算定 

（無償で借り受けている場合は、所有者の意向を踏まえ対応） 

例：2階建の建物のうち一部分（82㎡）を使用した場合 

  ・建物取得価格60,191,000円 ・耐用年数50年 ・使用面積82㎡  

・建物の建築面積102.2㎡ ・建物の延床面積200.2㎡ ・保険料2,300円 

■使用料は全市的な観点から統一的な算定式により算定 
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① （60,191,000円／50年）×（82㎡／200.2㎡）＝493,073円（円未満切捨て） 

② 2,300円×（82㎡／200.2㎡）＝942円（円未満切捨て） 

③ @7200円×102.2㎡×（82㎡／200.2㎡）＝301,393円（円未満切捨て） 

①＋②＋③＝795,408円⇒795,400円（100円以上の場合10円未満切捨て） 

795,400×1.10(消費税)＝年間874,940円の使用料になります。 

壁面 法定外公共物管理条例別表の法定外公共物占用料金表を準用して算定する額 

を使用する。ただし、減免規定については準用しない。 

例：3㎡の壁面を広告物として1年間使用する場合 （広告物・その他のもの 

占用使用料 @1,100円／㎡・月、@11,000円／㎡・年） 

 ＊使用面積に１㎡未満の端数があるとき１㎡に切上げ 

 @11,000円×3㎡＝33,000円 年間33,000円の使用料となります。 

 

５－３．端数調整等 

① 使用期間の端数 

ア．使用期間が1年に満たないとき、又は使用期間に1年未満の端数があるとき 

年額の使用料×１／１２＝月額とします。 

 イ．１月未満の端数があるとき 

年額の使用料×１／３６５（閏年は366日）＝日額とします。 

（ただし、壁面使用については、１月未満の端数は１月と見なします。） 

② 使用料の端数 

ア．算定した使用料の額が100円未満であるとき 

使用料の最低額＝100円とします。 

イ．100円を超える使用料の額に10円未満の端数があるとき 

10円未満の額は切り捨て処理とします。 

③ 使用面積等の端数等の処理 

ア．使用面積が１㎡未満であるとき、又は使用面積に１㎡未満の端数があるとき 

１㎡に切上げ処理とします。 

 イ．総延長が１ｍ未満であるとき、又は１ｍ未満の端数があるとき 

１ｍに切上げ処理とします。 

※使用許可書に記載する許可面積又は許可延長と算定の数値とは異なることとな

ります。 

④ その他 

建物及び使用期間が1月未満である土地の使用にかかる使用料の額は、上記で算定し

た額に、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する消費税及び地方税法（昭和25年法律

第226号）に規定する地方消費税に相当する額を加算して得た額とします。 
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５－４．使用料の徴収回数 

 許可期間が１年間以内の使用料は、原則として一括して徴収するものとします。許可

期間が１年を超える場合は、年度ごとに一括して徴収します。 

ただし、市長が特別な理由があると認める場合は、使用料の分割納付を許可すること

ができます。なお、分割納付を認める場合は、使用者に資料を徴求のうえ、使用料の分

割納付手続きを行い、その理由等を文書により明らかにしておくものとします。 

 

 

５－５．使用料の徴収時期 

使用料は、原則として使用開始前に徴収するものとします。 

 

（例外） 

区分 徴収時期 

使用許可期間が会計年度当初から開始するとき 4月30日まで 

使用者に緊急に行政財産を使用する必要が生じた場

合で、市が使用許可した日から使用開始日までの期間

が短く、使用料徴収に係る事務手続き上、使用者に前

納させることが困難であるとき 

当該使用許可の日から30日以内の

期限を定めて徴収 

特別の事由があるとき 

※特別の事由が生じた場合は、基準所管課に相談く

ださい。 

市との協議により定めた期限ま

でに徴収 

 

５－６．使用料の返還 

既納の使用料は、原則返還しません。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、

その全部又は一部を返還することができます。 

① 災害その他不可抗力による事由のため当該財産が使用できなくなったとき。 

② 使用者の責めによらない事由で使用許可を取り消したとき。 

（返還する額） 

既納の使用料から使用許可期間のうち既に使用した期間に係る使用料を減じた額と

します。 
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６．使用料の減免基準 

 

 

 

 

 

６－１．減免の考え方 

行政財産の使用に伴う使用料は原則として徴収するものとし、行政財産の使用料の減

免については、使用料が行政財産の一部を使用させる対価であることを踏まえ、減免措

置はあくまでも例外的なものとします。仮に減免する場合であっても、使用者を過度に

優遇することなく、減免についても明確な理由のもとに行います。 

行政財産の使用にかかる使用料は、その減免等について全市的な整合を図るため、使

用料の具体的な算定基準および減免の基準について市としての統一的な考え方を定め

るものとします。 

減免は使用の目的及び使用者により判断するものとし、その基準は下記のとおりとし

ます。 

なお、減免を行う場合は、使用許可の手続きとは別に使用料の減免の手続きを行い、

その理由等を文書により明らかにしておくものとします。 

 

■使用許可は原則として使用料を徴収 

■減免は例外措置 

■減免を行う場合は理由等を明確化 
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【減免基準１】                                                      ※数値は減免できる最大値 

 

分  類 

 

3-1使用許可範囲 

第１分類 第２分類 第３分類 

●本市の事務・事業の遂行上必

要不可欠なもので、積極的

に協力をする必要がある事

業の用に直接使用する場合 

●市の事務・事業との密接な関連性を有

する事業の用に直接使用する場合 

●公益を目的とした事業の用途に直接

使用する場合 

●左記以外 

●営利収益目的 

(1)当該行政財産を利用する者のため 

に食堂，売店その他の厚生施設を 

設置するとき。 

全額免除 ５０％減額 減免なし 

(2)学術調査，研究，体育活動，行政 

施策の普及，その他の公益目的の

ために講演会，研究会，運動会等

の用に短期間供するとき。 

全額免除 ５０％減額 減免なし 

(4)①社会生活又は当該地域住民の日

常生活に不可欠な役務の提供を行

う電気事業、ガス事業、通信事業そ

の他の公益事業の用に供するため

やむを得ないと認められるとき 

全額免除 ５０％減額 減免なし 

(4)②市の事務又は事業の遂行上必要

不可欠なもので、本市が積極的に協

力する必要があると認められると

き。（市が連携、協賛、後援する事

業等） 

全額免除 ５０％減額 減免なし 
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分  類 

 

3-1使用許可範囲 

第１分類 第２分類 第３分類 

●本市の事務・事業の遂行上必

要不可欠なもので、積極的に

協力をする必要がある事業

の用に直接使用する場合 

●市の事務・事業との密接な関連性を有

する事業の用に直接使用する場合 

●公益を目的とした事業の用途に直接

使用する場合 

●左記以外 

●営利収益目的 

(4)③国、地方公共団体その他公共的

団体が公用、公共又は公益事業の用

に供するため使用するとき。（信号

機、防犯灯、防災資機材庫、広報用

掲示板の設置など） 

全額免除 ５０％減額 減免なし 

(4)④本市の行政財産を使用しなけれ

ば、隣接する家屋等の新築、解体、

建替等のための工事用足場、資材置

場、搬入用通路等の確保が困難であ

り、当該行政財産を使用させること

がやむを得ないと認められるとき 

全額免除 ５０％減額 減免なし 

(4)⑤当該財産を寄付した等の縁故を

有するものであり、その使用目的が

公用、公共用又は公益を目的とした

事業の用に供するためやむを得な

いと認められるとき 

全額免除 ５０％減額 減免なし 

(4)⑥地方公務員法に基づく職員団

体、労働組合法に基づく労働組合及

び（財）豊中市職員厚生会（いずれ

も本市の職員で構成する団体に限

る。）が事務等の用に供するため使

用するとき 

全額免除 ５０％減額 減免なし 

(4)⑦広告その他行政財産の効率的利

用に資すると認められるとき 
全額免除 ５０％減額 減免なし 
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【減免基準２】 

使用区分 減免区分 

(3)災害，その他の緊急やむを得ない事態の発生により応急施設

として短期間その用に供するとき。 
▲100% 

(4)②市が自らの事務事業の遂行にあたり当該事業の用に使用す

ることが必要不可欠なとき 
▲100% 

地震、火災、水害等の災害により許可使用の目的に制限を受ける

と認めるとき 

被害の状況、程度等を

勘案して減免 

法令等により減免することが定められているとき 法令等の規定による 

 

６－２．減免割合の決定 

減免基準に定める減免割合は、減免できる上限を示したもので、必ずしも減免基準に

明記されている減免率にて減免しなければならないものではありません。 

このため、使用料の減額割合については、使用目的の公共性、重要性、使用者の経営

状況、使用に係る事業の収益性、市の事務事業に及ぼす効果等を勘案して決定するもの

とし、有償化できるものは有償化するものとします。 

 

６－３．行政財産の特性を踏まえた個別の対応 

① 事業予定地においての対応 

道路事業・街路事業などにより拡幅予定のもので市が、買収済の空地を用地協力者な

どに使用許可する場合は、使用料を免除することができるものとします。 

② 障害者施設における障害者団体への対応 

障害者施設における障害者団体への配慮など施設の特性に応じで減免基準をそのま

ま適用することに無理がある場合には、個々の事情を勘案しながら基準を大きく逸脱す

ることのない範囲で個々に基準を設けることができるものとします。 

 別に基準を定める場合は、あらかじめその基準を定め明確にしておくものとします。 

 

 

７．使用許可にかかる実費負担取扱の基準 

 

 

 

７－１．実費負担の取扱い 

行政財産の使用に伴う電気代、電話料、上下水道料の光熱水費等は、使用者に負担さ

せなければならない。なお、負担は市が使用者の使用した経費まで支払いした場合を想

定したものであり、使用者が直接電気代等を電気事業者等に支払う場合はその分につい

ては実費負担を求めません。 

■行政財産の使用に伴う光熱水費等の経費は使用者の実費負担 

 ※光熱水費等の諸施設経費は、私法上の契約と捉えられるため、使用料とは別に徴収 
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７－２．実費負担の範囲 

① 実費負担 

実費負担を求める経費の範囲は下記のとおりです。ただし、許可の形態により、使用 

者に負担させることが適当でないものおよび使用者が使用する実績のない経費は除く

こととします。 

経費区分 算定基礎 

①  電気代・ガス代・上下水道代、電話代 実費 

②  警備・清掃に要する経費 使用許可面積に応じて按分 

③  空調設備・電気及び機械設備・消防設備等

の共用設備の各種メンテナンスに要する経

費 

使用許可面積に応じて按分 

  ※使用許可部分の経費のみでなく、共用部分の経費（共益費）も含むものとします。 

② 共用部分相当分の経費を徴収する対象施設 

建物の使用許可を行っている全施設。ただし、以下の場合は除きます。 

  ア．施設（建物）全体を使用許可している場合。 

  イ．自動販売機・公衆電話等、単に動産が設置してある場合。 

  ウ．実質的に共用部分の利用がない場合（使用許可の面積内にトイレ等があり、出  

入口も別途設けられ、許可部分の経費を徴収している場合など）。 

③ 実費負担を免除する場合 

 短期間(1件の期間が10日未満のもの)の使用許可に伴う場合 

④ その他 

 使用者が電気、ガス、上下水道を使用することが想定される場合は、可能な限り使用

者が直接電気、ガス、上下水道の供給者等との需給契約等を締結するようにします。 

 

８．許可手続き 

 

 

８－１．申込に対する処分に係る審査基準等の設定 

① 審査基準 

 行政財産の使用許可にかかる審査基準を定める必要があります。（審査基準の設定は

「行政手続条例に定める審査基準等の設定について」を参照） 

② 標準処理期間 

使用許可申込に基づいて行う事務に係る標準処理期間（行政手続法第６条の標準処

理期間をいう｡）は、新規事案の場合は４０日以内、継続事案の場合は３０日以内とし

ます。ただし、原則として、休日は当該期間算入しないものとし、許可申込書の不備そ

の他の理由により申込人に対し照会するために要した期間、審査のために必要な料金

を追加することとなった場合に要した期間についても算入しないものとします。 

（注）ここでいう「休日」は、豊中市の休日を定める条例（平成元年条例第１５号） 

第２条第１項に規定する市の休日をいう。 

■行政財産の使用許可手続きに伴う行政手続法等上の取り扱い 
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８－２．処分に係る教示 

 使用許可、使用許可の取消等を行う場合は、行政不服審査法（平成26年法律第68号）

第82条第１項に規定する教示及び行政事件訴訟法（昭和37年法律第1 3 9号）第46条第

１項に規定する教示をしなければなりません。ただし、使用許可の内容が使用許可の申

込の内容と同一である場合にあっては、省略することができます。 

【教示の文例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８－３．許可に付すべき条件 

使用許可に当っては、当該使用許可の目的、使用形態、施設の特性等を考慮して、必

要に応じた条件を付すものとします。 

【基本的な条件】 

（１）既納の使用料は市が特に必要と認める場合を除き還付しないこと。 

（２）使用者は、常に善良なる管理者の注意をもって使用物件を使用すること。 

（３）使用者は、使用物件に付帯する電話、電気、ガス、水道等の諸設備の使用料を負

担すること。 

（４）使用物件は、市が指定する用途以外に使用することはできないこと。 

（５）使用者は、使用物件について修繕、模様替えその他の行為をしようとするとき、

又は使用目的を変更しようとするときは、事前に書面をもって承認を受けること。 

（６）使用者は、使用物件を他の者に転貸し、又は担保に供しないこと。 

（７）使用者は，この財産の使用により第三者に損害を及ぼすおそれがある場合は，使

用者の責任において損害の発生を防止し，第三者に損害を及ぼした場合は，使用者

の負担において賠償すること。 

（８）次の各号の一に該当するときは、使用許可を取り消し、又は変更することがある

 この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起

算して３か月以内に、豊中市長に対して審査請求をすることができます。 

この処分については、上記の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌

日から起算して６か月以内に、豊中市を被告として（訴訟において豊中市を代表する者

は豊中市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 なお、上記の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができ

ます。 

ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査

請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求を

すること及び処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理

由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対

する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をする

こと又は処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

 ただし、上記の異議申立てをした場合には、当該異議申立てに対する決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することが

できます。 
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こと。 

  ①使用者が、本許可条件に違反したとき。 

  ②市において、使用物件を必要とするとき。 

（９）使用許可を取り消したとき、又は使用期間が満了したときは、使用者は、自己の

負担で、市長の指定する期日までに、使用物件を原状に回復して返還すること。（特

に市長が承認したときは除く。） 

（１０）使用者が前項の義務を履行しないときは，市は，直接又は他人をして使用者に

代りこれを執行し，その費用は，すべて使用者から徴収することができること。 

（１１）使用者は、その責めに帰する理由により、使用物件の全部又は一部を滅失し、

又は損傷したときは、当該滅失又は損傷による使用物件の損害額に相当する金額を

損害賠償として支払うこと。（前項の規定により使用物件を原状に回復した場合を

除く。）。 

（１２）使用者は、許可条件に定める義務を履行しないため損害を与えたときは、その

損害額の相当する金額を損害賠償額として支払わなければならないこと。 

（１３）地方自治法第238条の4第9項の規定に基づき使用の許可を取り消した場合にお

いて、その取消しにより使用者に損失が生じても、市はその損失を補償しないこと。 

（１４）使用物件について支出した有益費、必要費その他の費用については、市に請求

することができないこと。 

（１５）市は、使用物件について随時に実地調査し、又は所要の報告を求め、その維持

使用に関し指示することができること。 

（１６）使用者は、使用許可を受けている範囲内での事故等の発生については、使用者

の管理責任において処理すること。 

（１７）本条件に関して疑義があるときその他使用物件の使用について疑義を生じたと

きは，市の決定するところによること。 

（１８）使用物件の使用にあたっては、利用者の利用に支障のないようにすること。 

 

８－４．許可の取り消し 

使用許可をした場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、地方自治法第

238条の4第9項の規定に基づき当該許可を取り消すものとします。 

なお、許可を取り消す場合は理由を付して書面で通知するものとします。 

(1)本市において、公用又は公共用に供するため必要が生じたとき。 

(2)許可の条件に違反する行為があると認められるとき。 

(3)不正の手段により使用の許可を受けたとき。 

(4)使用者が暴力団構成員又は暴力団構成員と密接な関係にある者と認められたとき 

 

９．実施時期 

 平成２４年（２０１２年）１１月１日以降 
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１０．その他 

この基準によることが著しく不適当又は困難と認められる特別な事由があるときは、

その特別の事由を明確（事後公表）にするとともに、財務部長の合議を経て各部長（教

育委員会にあっては教育委員会事務局長）の専決により別の取扱いをすることができる

こととします。また、他の要綱等に別の定めがある場合は、当該要綱等によるものとし

ます。 

なお、現行使用料より著しく高額になるときは、現行使用料の概ね倍程度を改定上限

とし、定期的な検証結果を踏まえ段階的に改定するものとします。 
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行政財産使用許可申込書 

  

  年   月   日   

  

豊中市長 様  

  

申込者住所                

氏名                  

 

 

 次のとおり行政財産を使用したいので許可されるよう申し込みます。 

 

記  

 

１．使用行政財産 所在地 

施設名  

使用部分  

使用面積  

  

２．使用目的  

 

３．使用方法  

 

４．使用期間       年   月   日から    年   月   日まで 

 

５．参考事項  

 

６．添附書類   関係図面 

 

参考 
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行政財産使用料減額・免除申込書 

  

  年   月   日   

 豊中市長  様  

  

申込者住所                

氏名                

  

 次の行政財産の使用について使用料の減額・免除を受けたいので申し込みます。 

   

記  

１．使用行政財産  所在地 

             施設名  

             使用部分  

             使用面積  

 

２．使用期間          年   月   日から    年   月   日まで 

 

３．減額・免除申込の理由 
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行政財産使用料分割納付申込書 

  

  年   月   日   

 豊中市長  様  

  

申込者住所                

氏名                

  

 次の行政財産の使用について使用料の分割納付を希望しますので申し込みます。 

   

記  

１．使用行政財産  所在地 

             施設名  

             使用部分  

             使用面積  

 

２．使用期間          年   月   日から    年   月   日まで 

 

３．分割納付の理由  

 

 

４．納付予定  

回  数 納 付 金 額 納 付 予 定 日 

 円        年   月  日 

 円        年   月  日 

計 円  
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豊〇〇  第  号 

  年（   年）  月  日 

 

行政財産使用許可書               

申込者 

住 所 

氏 名         様  

  

                     豊中市長 （市長名を記入の上、公印を押印） 

                        

 

 年 月 日付をもって申込のあった行政財産を使用することについては、下記の条件

を付して許可します。 

 

記 

１．使用行政財産 所在地 

         施設名 

         使用部分 

         使用面積 

２．使用目的 

 

３．使用方法 

 

４．使用期間      年  月  日から    年   月  日まで 

 

５．使用料           円（既納の使用料は還付しません。） 

 

６．使用料納入期限 

 

７．許可条件 別紙のとおり 

 

 

 

 この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か
月以内に、豊中市長に対して審査請求をすることができます。 
この処分については、上記の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算し
て６か月以内に、豊中市を被告として（訴訟において豊中市を代表する者は豊中市長となります。）、
処分の取消しの訴えを提起することができます。 
 なお、上記の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があ
ったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 
ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対す

る裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすること及び処分の取
消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこ
の処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１
年を経過した後であっても審査請求をすること又は処分の取消しの訴えを提起することが認めら
れる場合があります。 
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許可条件 

第１条 既納の使用料は市が特に必要と認める場合を除き、還付しません。 

第２条 使用者は、常に善良なる管理者の注意をもって、使用物件を使用しなければなり

ません。 

第３条 使用者は、使用物件に付帯する電話、電気、ガス、水道等の諸設備の使用料を負

担しなければなりません。 

第４条 使用物件は、市が指定する用途以外に使用することはできません。 

２ 使用者は、使用物件について修繕、模様替えその他の行為をしようとするとき、又は

使用目的を変更しようとするときは、事前に書面をもって承認を受けなければなりませ

ん。 

第５条 使用者は、使用物件を他の者に転貸し、又は担保に供してはなりません。 

第６条 使用者は，この財産の使用により第三者に損害を及ぼすおそれがある場合は，使

用者の責任において損害の発生を防止し，第三者に損害を及ぼした場合は，使用者の負

担において賠償しなければならないものとします。 

第７条 次の各号の一に該当するときは、使用許可を取り消し、又は変更することがあり

ます。 

 (1) 使用者が、許可条件に違反したとき。 

 (2) 市において、使用を許可した物件を必要とするとき。 

第８条 使用許可を取り消したとき、又は使用期間が満了したときは、使用者は、自己の

負担で、市長の指定する期日までに、使用物件を原状に回復して返還しなければなりま

せん。ただし、特に市長が承認したときは、使用を許可した物件を原状に回復する必要

はありません。 

２ 使用者が前項の義務を履行しないときは，市は，直接又は他人をして使用者に代りこ

れを執行し，その費用は，すべて使用者から徴収することができるものとします。 

第９条 使用者は、その責めに帰する理由により、使用物件の全部又は一部を滅失し、又

は損傷したときは、当該滅失又は損傷による使用物件の損害額に相当する金額を損害賠

償として支払わなければなりません。ただし、前条の規定により使用物件を原状に回復

した場合は、この限りではありません。 

２ 前項に掲げる場合のほか、使用者は、本許可書に定める義務を履行しないため損害を

与えたときは、その損害額の相当する金額を損害賠償額として支払わなければならない

ものとします。 

第10条 地方自治法第238条の4第9項の規定に基づき使用の許可を取り消した場合におい

て、その取消しにより使用者に損失が生じても、市は、その損失を補償しません。 

第 11条 使用物件について支出した有益費、必要費その他の費用については、市に請求す

ることができません。 

第12条 市は、使用物件について随時に実地調査し、又は所要の報告を求め、その維持使

用に関し指示することができるものとします。 
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第 13条 使用者は、使用許可を受けている範囲内での事故等の発生については、使用者の

管理責任において処理しなければなりません。 

第 14条 使用物件の使用にあたっては、利用者の利用に支障のないようにしなければなり

ません。 

 

 

 

 

第●条 本条件に関して疑義があるときその他使用物件の使用について疑義を生じたとき

は，市の決定するところによるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 15 条以降 

安全管理上特に配慮が必要な場合や財産管理者が必要と求める事項など施

設特有の条件を必要に応じて付してください。 
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豊〇〇  第  号 

  年（   年）  月  日 

 

行政財産使用料減免許可書 

 

申込者 

住 所 

氏 名         様  

                          

                     豊中市長 （市長名を記入の上、公印を押印） 

                         

 

 年  月  日付で申込のあった行政財産使用料の減免について下記のとおり許可します。 

 

記 

1．使用行政財産  所在地 

施設名 

          使用部分 

          使用面積 

 

２．使用期間        年  月  日から    年  月  日まで 

 

３．使用料           円（減免後） 

 

４．減免割合          ％減免 

 

 
 この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か
月以内に、豊中市長に対して審査請求をすることができます。 
この処分については、上記の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算し
て６か月以内に、豊中市を被告として（訴訟において豊中市を代表する者は豊中市長となります。）、
処分の取消しの訴えを提起することができます。 
 なお、上記の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があ
ったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 
ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対す

る裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすること及び処分の取
消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこ
の処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１
年を経過した後であっても審査請求をすること又は処分の取消しの訴えを提起することが認めら
れる場合があります。 
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豊〇〇  第  号 

  年（   年）  月  日 

 

行政財産使用料分割納付許可書 

 

申込者 

住 所 

氏 名         様  

                          

                     豊中市長 （市長名を記入の上、公印を押印） 

                         

 

 年 月 日付で申込のあった行政財産使用料の分割納付について下記のとおり許可します。 

 

記 

1．使用行政財産  所在地 

施設名 

          使用部分 

          使用面積 

 

２．使用期間        年  月  日から    年  月  日まで 

 

３．使用料納入期限 

回  数 納 付 金 額 納 付 期 限 

 円     年   月  日 

 円     年   月  日 

計 円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か
月以内に、豊中市長に対して審査請求をすることができます。 
この処分については、上記の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算し
て６か月以内に、豊中市を被告として（訴訟において豊中市を代表する者は豊中市長となります。）、
処分の取消しの訴えを提起することができます。 
 なお、上記の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があ
ったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 
ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対す

る裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすること及び処分の取
消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこ
の処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１
年を経過した後であっても審査請求をすること又は処分の取消しの訴えを提起することが認めら
れる場合があります。 
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